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要約 

1. 調査概要 

(1) 調査の背景 

人材育成奨学計画（JDS: the Project for Human Resources Development Scholarship Program、

以下「JDS事業」）は、我が国政府の「留学生受入10万人計画」の下、1999年度に設立された

無償資金協力による留学生受入事業である。当事業は、「対象国において将来指導者層となる

ことが期待される優秀な若手行政官等を日本の大学院に留学生として受入れ、帰国後は、社

会・経済開発計画の立案・実施において、留学中に得た専門知識を有する人材として活躍す

ること、またひいては日本の良き理解者として両国友好関係の基盤の拡大と強化に貢献する

こと」を目的としている。我が国とインドは1952年の国交樹立以来、継続して良好な関係を

維持してきた。ナレンドラ・モディ首相と岸田文雄首相は、「自由で開かれたインド太平洋」

の重要性について認識を共有し、様々な分野での協力を進めている。両国は経済的な結びつ

きが強いものの、人的交流は限定的な部分もある。そのような状況の下、両首脳はJDS事業を

含む留学生の受入拡大を通じて人的交流の拡大に努めることを合意し、それを受けて本準備

調査が実施されることとなった。 

(2) 調査目的 

本調査の主な目的は以下の通りである。 

･ インドの現状とニーズを調査分析の上、2024年度から2029年度までの4期分（2025年度に

留学生受入開始）の留学生受入計画を策定する。 

･ JDS事業の受入枠組、実施体制等の説明をインド側に行い、合意を得る。 

･ JDS本体実施準備に向け、留学生受入計画の下、JDS重点分野別の詳細実施計画となる基

本計画案を作成し、概略設計を行う。 

(3) 調査手法 

本調査では、文献調査、質問票調査、聴き取り調査等の調査手法を使用した。 

2023年11月～12月 ： 第1回現地調査 

2024年1月 ： サブプログラム基本計画案の作成 

2024年2月 ： 事業規模の算定 

2024年3月 ： 第2回現地調査 

(4) 調査結果 

1) JDSインドの枠組み 

インド政府との協議を経て、インドJDS事業のサブプログラム、コンポーネント、受入大学

が以下の表の通り決定された。 
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インドJDSの枠組み（2024年度～2027年度受入） 

サブプログラム コンポーネント 受入大学 受入上限
人数 

受入上限
人数合計 

行政能力強化 公共政策 
経済・産業政策 
国際関係 

東京大学公共政策大学院 
公共政策学専攻 国際プログラムコース 

3 9 

東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻 2 
早稲田大学大学院アジア太平洋研究科 
国際関係学専攻 

2 

一橋大学国際・公共政策大学院 
外交政策サブプログラム 
（グローバル・ガバナンス・プログラム） 

1 

神戸大学大学院国際協力研究科 
開発政策特別コース 

1 

 

2) 対象職群 

インドの開発課題の解決に寄与する中核人材の育成に資するため、日本側よりインド行政

職：Indian Administrative Service（以下、IAS）、インド外務職：Indian Foreign Service（以下、

IFS）を主な対象とすること提案し、インド側は日本側の提案を理解した上で、全インド公務

職（All India Service）及び中央公務職（Central Civil Service）A群を対象とすることで提案が

あった。応募者要件の詳細については、第一回運営委員会の場で決定することとなった。 

3) 運営委員会の体制 

インドJDS事業における運営委員会の役割として、募集選考方法の決定、候補者の面接、留

学生最終候補者の承認、帰国留学生の有効活用とフォローアップの仕組みの検討と承認、事

業実施上の突発事項に対する措置の決定とその実施等が挙げられる。運営委員会を構成する

機関については、インド側3機関（人事苦情年金省人材研修局：DoPT、財務省経済局：DEA、

外務省：MEA）、日本側2機関（在インド日本大使館、JICAインド事務所）とすることで合意

された。 

(5) 妥当性の検証 

インドJDS事業の妥当性については、①インドの開発計画との整合性、②我が国の対イン

ド開発協力方針との整合性、③我が国の無償資金協力による実施の妥当性、④我が国の外交

政策との整合性の4つの観点から検証した。 

インド政府が2020年より首相主導で推進する公務員人材育成国家プログラムMission 

Karmayogiで整理されている公務員に必要とされる能力分野と、JDS事業がインドでの重点分

野としている経済、産業、国際関係を含む「公共政策」を重点分野とした研究領域は、高い

整合性があることが人材研修局により確認されている。 

また、インド政府は、2015年1月には、1949年よりインドにおける経済計画と開発政策を立

案してきた計画委員会（Planning Commission）に代わってインド変革のための国家機関（NITI 

Aayog）を設立し、①全包括的でミクロ経済的な福祉を重視したマクロ経済成長の補完、② 

エネルギー転換、気候変動対策、テクノロジーを活用した開発の促進、③ 公的資本投資が民

間投資を呼び込む好循環の構築、の3つを改革の優先分野と位置付け、2047年までにインドが
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先進国になるための全体的な改革に着手している。さらにインド政府は、①包括的開発、②

インフラ投資と雇用創出、③地方サービスの提供、④グッドガバナンス、⑤グリーン成長、

⑥技能開発、⑦金融セクターを重点分野として挙げている1。インドの国家開発の優先分野に

基づいた公務員の人材育成ニーズとしては、①インフラの連結性とEモビリティ、②エレクト

ロニクス産業、③財政・政策分析④グリーン水素トランジションと気候変動の4分野が挙げら

れている。JDS事業の受入大学は上記の分野をカバーしており、JDS事業はインド政府の開発

の優先度に合致していると言える。 

我が国の対インド開発協力方針（外務省、2023年）では大目標として包摂的かつ持続可能

な成長」の実現に向けた強固な基盤作りへの協力、重点分野（中目標）として、①共創によ

る産業の発展強化、②多層的な連結性の強化、③クリーンな社会経済開発が挙げられている。

また、JDS事業は対インド事業展開計画では、重点分野、①共創による産業の発展強化、開発

課題1-3 人的資源開発・人的交流促進の「高度・産業人材育成プログラム」における実施プ

ロジェクトとして位置づけられており、我が国の協力方針と合致する。 

インドにおける無償資金協力によるJDS事業の実施は、インドの開発課題に対応する行政

官の育成支援、二国間強化に貢献する人材育成に寄与するものと考えられるため、無償資金

協力による支援に妥当性がある。 

我が国の外交政策との整合性では、インドにおけるJDS事業は、「自由で開かれたインド太

平洋（FOIP：Free and Open Indo-Pacific）のための新たなプラン」の4つの柱のうち「多層的な

連結性」で提唱されている取り組みの一つである『「人」の連結性を更に発展させた「知」の

連結性の強化』と合致している。加えて、日印首脳はJDS事業を含むインド留学生受入を通じ

た人的交流の拡大に合意しており、我が国の外交政策との整合性も高い。 

以上のように、インドJDS事業はインドの国家開発に人的資本開発を通して貢献するプロ

ジェクトであり、我が国の援助政策・方針、及び外交政策との整合性も高く、実施の妥当性

が非常に高いことが確認された。 

(6) 概略事業費 

インドJDS事業の第1期JDS留学生に対する募集・選考から就学後の帰国に至るまでの事業

費総額は、2.2億円と見積もられる。同事業費総額は、第1期JDS留学に係る事業費であるため、

第2期以降、次フェーズが終了する第4期まで各期で同水準の事業費総額が発生することが見

込まれる。ただし、この額は交換公文（Exchange Note以下、E/N）上の供与限度額を示すもの

ではない。 

･ 日本側負担経費総額：2.2億円（2024年度事業4カ年国債） 

･ インド側負担経費：銀行取極めに基づく銀行業務に係る手数料（支払授権書手数料 （約

1万円）及び、支払授権書に基づく支払手数料（支払額の約0.1%）） 

･ 積算条件 

- 積算時点：2024年2月 

 
1 Government of India, Ministry of Finance. 2022. Budget Document, 2022–2023. New Delhi 
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- 為替交換レート：1米ドル=147.87円、1インド・ルピー=1.63円 

- 業務実施期間：事業実施期間は、実施工程の通り。 

- その他：日本国政府の無償資金協力の制度に沿って積算を行った。 

2. 提言 

本準備調査で得られたインドJDS事業の実施における提言は、以下の通りである。 

(1) E/N及びG/A締結とエージェント契約の手続き 

通常、JDS事業では一期毎にE/N、及び贈与契約（Grant Agreement 、以下G/A）を締結し、

その後、代理機関は先方政府実施機関との間にエージェント契約を締結し、その後に募集選

考に係る業務を実施することが可能となる。インドではE/N、G/A等の国際的な文書への署名

に他国より時間を要することが多く、エージェント契約についても締結に時間を要すること

が予想される。 

各期の募集活動をタイムリーに開始し、質の高い応募者を集め、合格者の確実な大学への

出願につなげる観点からも、初年度の締結については、1期分の締結となることはやむを得な

いが、2期目以降については、残る3期分をまとめて締結できることが望ましく、関係各所に

よる調整が望まれる。 

(2) 本体事業実施体制の確立 

本準備調査はJDS事業の要請に係るインド政府内の手続きに時間を要したことから、第2次

現地調査までインド政府との正式な協議を開始することができなかった。本体事業開始に向

けて、運営委員会を構成する機関についてはそれぞれの役割について再度説明し、理解を求

めることが必須である。実施機関となる人材研修局とJDS事業の具体的な手順や手続きにつ

いて、本準備調査中に確認できるよう計画していたが、JDS事業要請に係るインド政府内の

承認の遅れもあり、確認には至っていない。JDS事業に係る具体的な手順や手続きの実施機

関との確認は不可欠であり、速やかな本体事業開始のために重要となるだろう。 

(3) インドの公務員制度や文化的背景に即した募集活動の展開 

潜在応募者に効率的効果的にリーチできるよう、人材研修局を含む、JDS事業が対象とす

る対象職群の幹部管理機関の人材育成担当官を代理機関が訪問し、応募勧奨を実施すること

が重要である。加えて、これまでの日本留学促進のグッドプラクティスを参考に、文化的背

景を念頭に、特に重要な職群については、それらの幹部管理機関の中で影響のある上級職員

に対して、在インド大使館やJICAインド事務所から働きかけることが効果的と思われる。二

国間関係強化の観点からは、インド外務省東アジア局のキーパーソンを通じて、適した人物

の推薦を受けることが検討できるだろう。全インド公務職の人材がインド全域に配置されて

いる地理的特徴を踏まえ、効果的にオンラインでの募集活動を展開するとともに、中央公務

職A群の全インド公務職の一部は首都圏に集中しており、インドでの新事業であることも踏

まえ、首都での対面での募集説明会も望ましい。 
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(4) JDS事業や日本留学の比較優位性を活かした募集 

JDS事業の優位性としては、4年間を1フェーズとした継続性のある受入システム（受入人

数、対象国のニーズを反映した分野の設定）、行政官のみを対象とした効果的な支援、充実し

た語学研修、当該国に即したカリキュラムを提供する目的で考案された「特別プログラム」、

留学生自身の専門分野の研究に加え、日本の開発経験が学べる「JICA開発大学院連携」や日

本の行政官との「ネットワーキング機会」の提供、代理機関による手厚い支援、等がある。

これらのJDS事業の比較優位な点について、潜在応募者や彼らを送り出す配属先関係者にア

ピールしていくことが望ましい。日本留学の魅力を伝えるために、国費留学生同窓会組織で

あるインド文部省留学生協会（Mombusho Scholars Association of India、以下MOSAI）や東京

大学インド事務所等から推薦を受けた日本留学経験者をリソースパーソンとして活用するこ

とも検討できるだろう。 

(5) IFSへの日本語教育機会の提供 

本調査中、インド国外務省からは、JDSで留学する将来日本担当となるIFSに対して、留学

中に日本語検定N2レベルの日本語研修が提供されれば、IFS応募者の確保が容易となるとの

考えが示され、JDS事業における対応への要望があった。これを受け、受入大学が提供する日

本語教育について調査を実施した結果、早稲田大学や一橋大学などではそのような日本語教

育が修士課程在学中にも提供可能ではないかと見込まれている。二国関係強化に大きな貢献

が期待されるIFSからの留学生確保の観点から、IFSへの追加の日本語教育機会提供が望まし

い。 

(6) 応募検討者や応募者への支援 

インドJDS事業においては、本準備調査中にインド側より興味が示された大学に対してJDS

留学生の受入の検討を依頼し、最終的な受入大学が決定したため、世界的に知名度の高い大

学が受入大学となっている。それら難関大学は一般的に選考基準が厳しい傾向にあり、大学

による書類選考や専門面接でインドからの応募者が合格に達しない可能性もある。①応募書

類では研究計画の質が高められるよう、記載すべき項目を指定し工夫された研究計画書様式

の導入、②応募検討者への技術指導・質問への対応として、日本の大学に精通している両国

の大学教授や研究者による、研究計画書作成に関する質疑応答のウェビナーセッション、③

行政官による研究計画は、大学教員や研究者とは異なる視点も要するため、日本留学帰国留

学生による研究計画書指導の実施、等の支援の検討が望ましい。なお、インドは数学教育の

レベルが高いと言われるが、数学に自信がない応募検討者がいることも予想される。募集説

明会ではJDSの選考における数学試験の意味と内容について正しい情報を共有し、数学試験

が応募の障害にならないよう配慮する。応募者が自身の準備不足を把握し、面接への入念な

準備に繋がる模擬面接についても、支援のニーズを検討し導入することを提案する。なお、

応募者がより応募を検討しやすい建付けとするため、また、特定の大学に応募が集中し、9名

の派遣枠を満たせないケース等を防ぐために、一人の応募者が第一希望・第二希望の2大学に

出願することができる併願制を適用する予定の検討も望ましい。 
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(7) 選考の戦略化 

JDS事業では対象国の政府内にJDS帰国留学生の集団「クリティカルマス」を形成すること

が期待されているが、省庁を超えた異動がある公務員制度をもつインドでは、特定省庁での

クリティカルマス形成は難しい。また公務員規模が大きいため、全公務員の中でのクリティ

カルマスの形成も容易ではなく、インドにおけるJDS留学生の選定はより戦略化が求められ

る状況にあると言える。JDS事業の継続的な目標達成のためには、受入国の開発課題解決に

貢献する専門知識を備えた中核行政官の育成から一歩踏み込み、知日派として我が国との関

係強化に貢献する人材の育成の目的を意識し、二国間関係のより絞った開発課題を担うハイ

レベルの政策担当者を戦略的に選考し育成をすることが極めて重要となる。公務員のキャリ

アパス調査から、インド政府でのハイレベルの政策担当者に占める割合が高い職群はIASで

あった。また二国間関係強化に貢献できるという視点で重要な職群はIFSである。JDS事業の

趣旨と合致する職群の候補者が、戦略的に選考できる選考基準の導入の検討を提案する。G/A

締結後の第一回目の運営委員会の場で、インド側（DoPT、DEA、MEA）に対して、日本側か

ら、再度、IASやIFSが主なJDS生のターゲットとなること、および、1バッチあたり9名の将来

有望なJDS生（IASやIFS等）を確保が必須であることを説明し、日印関係機関間にて、募集・

選考の方法・プロセス等につき、協議・合意することが必要である。 

(8) ジェンダー平等推進の取り組み 

JDS事業の期待される効果としては「本邦大学院における専門知識等の習得に加えて、帰

国後のキャリア形成に向けた研修等を通じて、自国の課題解決にリーダーシップを発揮でき

る女性行政官が育成される。」が含まれている。インド政府は公務員制度において男女平等を

保障しており、本調査における聞き取りにおいても、JDS事業の実施において、ジェンダーを

考慮した施策の必要性はないとの女性行政官からの意見があったものの、全IASに占める女

性の割合は21.1%、18段階ある給与基準の17及び18（中央省庁のCabinet Secretary及びSecretary

及び州政府のChief Secretary）の高位IASに占める女性の割合は15%に留まっている。また過

去に実施されたインド政府による海外留学事業である国費海外研修 : Domestic Funding 

Foreign Training（以下、DFFT）（長期）では、女性応募者は全体の24.6%とIASの女性割合を

基準にしても十分な参加が得られているものの、女性合格者は17.1%に留まっている。女性応

募検討者のみを対象とした募集説明会、女性応募検討者とその家族、及び現役女性留学生と

その家族とのウェブ懇談会、女性応募者の合格率を上げるためのメンター制度、女性JDS帰

国留学生のキャリア形成支援として、女性帰国留学生向けのネットワーキング施策等の導入

を提案する。 

(9) JDS事業の高付加価値化 

両国友好関係の基盤の拡大と強化に貢献するというJDS事業の目的を達成するため、また

日本のその他の奨学金事業、他国ドナーの類似事業との差別化を図るため、JDS事業の高付

加価値化が重要である。日本の開発事例を現場で学ぶ機会を提供する「付加価値化研修」、各

自の興味に基づいた日本探求を助ける「知日派育成プログラム」、日本の行政官との人脈を作
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るための「ネットワーキング・イベント」等の付加価値化プログラムの実施を検討する。 

(10) フォローアップ活動 

帰国生の組織化は、帰国生としてのアイデンティティの確立やキャリア形成のためのネッ

トワーキング、さらには二国関係強化に有効であることから重要である。インドでは、

MOSAI、JICA帰国研修生によるJICA Alumni Association of India（以下JAAI）、東京大学同窓会

などが設立されている。インドJDS事業では今後4年間で最大36名のJDS帰国生を輩出するこ

ととなるが、国の規模を考えると、その数はあまりにも少なく、JDS帰国生のみでの帰国同窓

会の組織化は難しいかもしれない。JDS帰国生についてはJAAIへの加入を促進すると共に、

JDS事業で実施するフォローアッププログラムは、既存の同窓会の活性化にも繋がるよう留

意した計画や実施方法を検討する。JDSのフォローアップ活動をきっかけに、既存の日系同

窓会の活性化や複数ある日本留学経験者の同窓会の「縦のつながり」を促進させることが期

待される。JDS帰国生と在インド日本関係者のネットワーキングも、帰国留学生を外交資産

として有効活用する視点からは重要である。その際には実施代理機関がキャタリストとして

の役割を担うことが望ましい。 

(11) Mission Karmayogiに沿った連携 

JDS帰国生の研究成果を共有する帰国報告会に、Mission Karmayogiの公務員研修所（Civil 

Service Training Institute: CSTI）の代表者を招待する、また、公務員育成に携わる研修機関教

員や他の公務員が研究成果を活用できるよう、JDS帰国生の論文要旨をまとめた冊子をCSTI

の図書館に寄贈する、それら研修機関が発行するジャーナルにJDS帰国生が論文を寄稿する

よう促す等、インド政府の公務員育成政策Mission Karmayogiの枠組みに沿った連携を推進す

ることにより、JDS事業の成果がより効果的にインド政府内で活用できると思わる。 

(12) 留学生の生活の質の向上に向けた奨学金の見直しの検討 

他国ドナーの奨学金事業では、大学が留学生に家具付きの住居を無料提供していたり、有

料ではあるが大学が充実した施設の寮を兼ね備えていたり、入居物件に応じた住居費が支給

される例がある。生活環境の良さが勉学への集中に繋がっている。一方、日本では、留学生

に対して充実した施設を提供できる大学は限られており、奨学金の中から家賃を支払う必要

のあるJDS留学生、特に都市部の留学生の生活は厳しく、JDS留学生の来日中の生活の質につ

いては比較劣位と言える。現地調査での聞き取りでは、JDS事業の奨学金が少ないため、応募

者が集まらない懸念も共有された。JDS事業をより魅力的なものとし、将来有望な優秀な人

材に応募してもらうため、また留学生の生活の質を高め学業に集中してもらうためにも、奨

学金の見直しを検討することが可能ではないかと考える。 

 



 

 

目次 

要約 

目次 

図表リスト 

略語表 

略語・訳語表（役職・政府機関・職群） 

 

第1章 JDS事業の背景・経緯 ................................................................................................................... 1 
1-1 JDS事業の現状と課題 ............................................................................................................... 1 

1-1-1 JDS事業の背景 .............................................................................................................. 1 
1-1-2 インドの概況 ................................................................................................................. 3 

1-2 無償資金協力要請の背景・経緯 .............................................................................................. 4 
1-3 行政官のキャリアパス及び人材育成状況 .............................................................................. 5 

1-3-1 インドの行政制度 ......................................................................................................... 5 
1-3-2 公務員の種別 ................................................................................................................. 5 
1-3-3 公務員の職群の管理 ..................................................................................................... 6 
1-3-4 公務員のキャリアパス ................................................................................................. 7 
1-3-5 中央省庁での高位高官の職群 ................................................................................... 12 
1-3-6 公務員とジェンダー・社会包摂 ............................................................................... 12 
1-3-7 公務員の人材育成 ....................................................................................................... 12 
1-3-8 留学とキャリアパス ................................................................................................... 13 
1-3-9 就学・研修休暇 ........................................................................................................... 14 
1-3-10 留学帰国後の復職 ....................................................................................................... 14 
1-3-11 公務員の定年 ............................................................................................................... 14 

1-4 我が国の援助動向 ................................................................................................................... 15 
1-4-1 二国間援助 ................................................................................................................... 15 
1-4-2 インドから我が国への留学 ....................................................................................... 16 
1-4-3 我が国の奨学金プログラム ....................................................................................... 16 
1-4-4 民間組織を通した協力 ............................................................................................... 18 

1-5 民間交流の状況 ....................................................................................................................... 18 
1-6 他ドナーによる本分野の援助動向とインド政府の事業 .................................................... 19 

第2章 JDS事業の内容 ............................................................................................................................. 22 
2-1 JDS事業の概要 ......................................................................................................................... 22 

2-1-1 インドJDS事業の基本設計 ........................................................................................ 22 
2-1-2 実施体制....................................................................................................................... 23 
2-1-3 サブプログラム基本計画 ........................................................................................... 23 

  



 

 

2-2 JDS事業の概要事業費 ............................................................................................................. 24 
2-3 相手国側負担事項の概要 ........................................................................................................ 25 
2-4 JDS事業のスケジュール ......................................................................................................... 25 
2-5 募集・選考・出願 ................................................................................................................... 26 

2-5-1 募集 .............................................................................................................................. 26 
2-5-2 選考 .............................................................................................................................. 26 

2-6 来日前オリエンテーション、来日後オリエンテーション、付加価値提供活動等 ........ 27 
2-6-1 来日前後のオリエンテーション実施 ....................................................................... 27 
2-6-2 JDS事業の付加価値化 ................................................................................................ 27 

2-7 モニタリング・厚生補導 ........................................................................................................ 27 
2-7-1 実施体制....................................................................................................................... 27 
2-7-2 モニタリング ............................................................................................................... 28 
2-7-3 厚生補導....................................................................................................................... 28 

2-8 フォローアップの計画 ............................................................................................................ 28 
第3章 JDS事業の妥当性と効果の検証 ................................................................................................. 29 

3-1 JDS事業と開発課題及び国別援助方針との整合性 ............................................................. 29 
3-1-1 インドの開発計画との整合性 ................................................................................... 29 
3-1-2 我が国のインドに対する開発協力方針との整合性 ............................................... 30 
3-1-3 我が国の無償資金協力による実施の妥当性 ........................................................... 31 
3-1-4 我が国の外交政策との整合性 ................................................................................... 32 

3-2 JDS事業で期待される効果 ..................................................................................................... 32 
3-3 他の奨学金との比較優位性 .................................................................................................... 34 
3-4 プロジェクト評価指標、及び関連データ ............................................................................ 35 

3-4-1 プロジェクトの評価指標 ........................................................................................... 35 
3-4-2 インドJDS事業の評価指標に係るデータ ................................................................ 36 

3-5 課題・提案 ............................................................................................................................... 36 
3-6 結論 ........................................................................................................................................... 45 

 

添付資料 
添付資料1. 調査団員・氏名（JICA官団員調査団） ............................................................. A-1 
添付資料2. 準備調査フロー図 .................................................................................................. A-2 
添付資料3. 第1次現地調査面会者リスト ................................................................................ A-3 
添付資料4. 協議議事録（M/D） .............................................................................................. A-5 
添付資料5. 重点分野／開発課題毎の4カ年受入人数 ............................................................ A-39 
添付資料6. 重点分野基本計画案 .............................................................................................. A-40 

  



 

 

図表リスト 

（図） 

図-1 インドの行政階層 ................................................................................................................. 5 

図-2 中央および州の公務職採用と配属の流れ ......................................................................... 6 

図-3 日本（二国間／多国間）とJICAの留学生受入事業（研修分野／事業目的） ........... 17 

図-4 対インド国別開発協力方針の重点分野とJDS事業のコンポーネントの関連性 ......... 31 

 

（表） 

表-1 JDS事業 国別受入実績 ....................................................................................................... 2 

表-2 インドの公務職 ..................................................................................................................... 6 

表-3 全インド公務職と中央公務職の幹部管理機関 ................................................................. 7 

表-4 IASの職階、役職例、在職者数、昇進時期の目安（2024年1月1日現在） ................. 10 

表-5 IFSグループAの職階、役職の人数（2021年3月30日） ................................................. 11 

表-6 IESの職階、役職と人数 ..................................................................................................... 11 

表-7 SecretaryとAdditional Secretary（それらと同等の役職）の職群分布 

（2023年8月22日時点） ..................................................................................................... 12 

表-8 JDS事業コンポーネントに関係するインド政府の研修機関 ......................................... 13 

表-9 我が国の対インド国別開発協力方針 ............................................................................... 15 

表-10 インド留学生の日本での主な留学先 ............................................................................... 16 

表-11 インドにおける日本（二国間／多国間：国際機関への拠出）と 

JICAの修士留学事業 ........................................................................................................... 17 

表-12 インドにおける他国及びインド政府の修士奨学金........................................................ 20 

表-13 インドJDS事業の枠組み（2024～2029年度） ................................................................. 22 

表-14 インドJDS事業の受入大学（2025/26～2028/29年度） ................................................... 23 

表-15 インドJDS事業の応募者要件案 ......................................................................................... 23 

表-16 JDS事業の概要事業費 ......................................................................................................... 24 

表-17 インドJDS事業本体事業4期分の流れ（2024年から2027年） ....................................... 26 

表-18 インド政府の人材育成ニーズとJDS事業の受入大学が提供する学習機会 ................. 30 

表-19 対インド事業展開計画 ....................................................................................................... 31 

表-20 JDS事業の目標達成に向けた提言及びアプローチと具体的な施策案 ......................... 33 

表-21 基礎調査で提案されている新規対象国の基準を元にしたインドの評価 .................... 34 

表-22 インドJDS事業評価指標案 ................................................................................................. 35 

表-23 インドJDSデータシート案 ................................................................................................. 36 

表-24 DFFT長期研修の応募者、合格者に占める女性の割合 .................................................. 40 

表-25 ひと月の支出に対する奨学金（JDS事業と他国）のカバー率 ..................................... 44 

 

  



 

 

略語表 

略語 英文 和文 
ADB Asian Development Bank アジア開発銀行 
BHN Basic Human Needs 人間の基本的な欲求 
CCA Cadre Control Authority 幹部管理機関 
C/P Counterpart カウンターパート 
CSS Central Staffing Service 中央配属計画 
DCM Deputy Chief of Mission 大使館次席 
DFFT Domestic Funding of Foreign Training 国費海外研修 
E/N Exchange Note 交換公文 
G/A Grant Agreement 贈与契約 
GDP Gross Domestic Product 国内総生産 
GNI Gross National Income 国民総所得 
IDA International Development Association 国際開発協会 
ILO International Labor Organization 国連労働機関 
IMF International Monetary Fund 国際通貨基金 
JAAI JICA Alumni Association of India インド JICA 帰国研修員同窓会 
JBIC Japan Bank for International Cooperation 日本開発銀行 
JDS The Project for Human Resource Development Scholarship 人材育成奨学計画 
JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 
JISPA The Japan - IMF Scholarship Program for Asia 日本・IMF アジア奨学金 

プログラム 
JJ/WBGSP The Joint Japan/World Bank Graduate Scholarship 

Program 
日本／世界銀行共同大学院 
奨学金制度 

JSP Asia-Japan Scholarship Program ADB・日本奨学金プログラム 
KOICA Korean International Cooperation Agency 韓国国際協力機構 
MOSAI Mombusho Scholars Association of India インド文部省留学生協会 
NGO Non-governmental Organization 非政府組織 
NPO Non-profit Organization 非営利組織 
NITI Aayog National Institution for Transforming India インド国家変革機関 
OV Old Volunteer 帰国ボランティア 
OECD/DAC Organization for Economic Co-operation and Development/ 

Development Assistance Committee 
経済協力開発機構 
開発援助委員会 

PCM Project Cycle Management プロジェクトの計画・ 
実施・評価手法 

PD Positive Discrimination 積極的是正措置 
SDGs Sustainable Development Goals 持続可能な開発目標 
YLP Young Leaders’ Program ヤング・リーダーズ・プログ

ラム 
UNDP United Nations Development Program 国連開発計画 
UNFPA United Nations Population Fund 国際連合人口基金 

 

  



 

 

略語・訳語表（役職・政府機関・職群） 

英文 和文 
中央省庁の役職 

Cabinet Secretary 政府官房長官 
Secretary 事務次官 
Additional Secretary 次官補 
Special Secretary 特別次官 
Joint Secretary 局長 
Director 課長 
Deputy Secretary 副課長 
Under Secretary 係長 
Assistant Secretary 係員 

州政府の役職 
Chief Secretary 首席次官 
Principal Secretary 上級次官 
Secretary 次官 
Additional Secretary 次官補 
Joint Secretary 局長 
Deputy Secretary 課長 
Under Secretary 係長 
略語 英文 和文 

政府機関 
DoPT Department of Personnel and Training (Ministry of 

Personnel, Public Grievances and Pensions) 
人材研修局（人事苦情処理年金省） 

DEA Department of Economic Affairs (Ministry of Finance) 経済局（財務省） 
MEA Ministry of External Affairs 外務省 
MWCD Ministry of Women and Child Development 女性子供開発省 
MHUA Ministry of Housing and Urban Affairs 住宅都市問題省 

職群 
AIS All India Services 全インド公務職 
CCS Central Civil Services 中央公務職 
IAS Indian Administrative Service インド行政職 
IPS Indian Police Service インド警察職 
IFoS Indian Forest Service インド森林職 
IFS Indian Foreign Service インド外務職 
IES Indian Economic Service インド経済職 
IRS Indian Revenue Service インド歳入職 

出所： 中央省庁・州政府の和訳については文部科学省 平成 24 年度委託調査 スポーツ庁の在り方
に関する調査研究（2013 年 3 月）、その他はインド政府ウェブサイトを参照し、コンサルタン
トが作成 

 



 

– 1 – 

第1章 JDS事業の背景・経緯 

1-1 JDS事業の現状と課題 

1-1-1 JDS事業の背景 

人材育成奨学計画（JDS: The Project for Human Resources Development Scholarship Program、以下

「JDS事業」）は、我が国政府の「留学生受入10万人計画」の下、1999年度に設立された無償資金

協力による留学生受入事業である。当事業では、「対象国において将来指導者層となることが期待

される優秀な若手行政官等を日本の大学院に留学生として受入れ、帰国後は、社会・経済開発計

画の立案・実施において、留学中に得た専門知識を有する人材として活躍すること、またひいて

は日本の良き理解者として両国友好関係の基盤の拡大と強化に貢献すること」を目的としている。

事業開始当初はアジアの市場経済移行国を主な対象としてきたが、2012年にはガーナ、2021年に

はモルディブ、ケニア、エルサルバドルからの受入が開始され、対象国をアジア（東南アジア、

南アジア）、アフリカ、中米へと拡大した。2022年度末時点で、累計22カ国からおよそ6,030名の留

学生を受け入れている。2 

 

 
2 https://www.jica.go.jp/activities/schemes/grant_aid/summary/JDS.html（2024 年 2 月 21 日参照） 
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表-1 JDS事業 国別受入実績 
（単位：人） 

受入年度 
 

国名 
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 各国

実績

合計 
修士

課程 
博士

課程 
修士

課程 
博士

課程 
修士

課程 
博士

課程 
修士

課程 
博士

課程 
修士

課程 
博士

課程 
修士

課程 
博士

課程 
修士

課程 
博士

課程 
① ウズベキスタン 20 19 19 20 20 20 20 20 19 14 15 15 15 14 15 15 15 15 2 15 2 15 1 15 1 18 1 18 1 18 1 418 
② ラオス 20 20 20 20 20 20 25 25 25 20 20 20 19 20 20 20 20 20 2 20 2 20 2 20 2 20 2 20 2 20 2 508 
③ カンボジア  20 20 20 20 20 25 25 25 25 24 24 24 24 24 24 24 24 0 24 2 24 2 24 2 24 2 24 2 24 2 548 
④ ベトナム  20 30 30 30 30 33 34 35 35 28 29 30 30 30 30 30 30 0 59 3 60 3 58 3 60 3 20 5 35 4 827 
⑤ モンゴル   20 20 20 19 20 20 20 18 18 16 17 18 18 18 18 20 2 20 2 20 2 20 2 15 1 15 1 15 1 416 
⑥ バングラデシュ   29 19 20 20 20 20 20 20 15 15 15 15 15 25 30 30 0 30 3 30 3 29 3 30 3 30 3 30 3 525 
⑦ ミャンマー   14 19 20 20 30 30 30 30 22 22 22 22 44 44 44 44 4 44 4 44 4 44 4 39 4 0 0 0 0 648 
⑧ 中国    42 43 41 43 47 47 48 45 39 35 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 430 
⑨ フィリピン    19 20 20 25 25 25 25 20 20 20 20 20 20 20 20 0 21 0 20 1 20 1 17 0 20 0 20 0 439 
⑩ インドネシア    30 30 30 30 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 120 
⑪ キルギス        20 20 18 14 14 15 15 15 15 15 15 0 15 0 18 1 18 2 18 0 18 2 19 0 287 
⑫ タジキスタン          3 5 5 5 5 5 5 5 7 1 7 1 7 1 12 1 15 0 15 1 15 0 121 
⑬ スリランカ           15 15 15 15 15 15 15 15 0 15 2 15 2 15 2 15 2 15 2 15 2 222 
⑭ ガーナ             5 5 5 10 10 10 0 10 0 10 0 12 1 12 1 12 1 12 1 117 
⑮ ネパール                 20 20 0 20 0 20 0 20 2 20 1 20 1 20 2 166 
⑯ 東チモール                      8 - 8 - 8 - 7 - 6 1 38 
⑰ パキスタン                      17 0 15 1 18 0 16 0 16 1 84 
⑱ ブータン                      9 1 9 1 8 1 9 0 5 0 43 
⑲ モルディブ                          6 - 6 - 4 - 16 
⑳ ケニア                          9 1 8 1 12 0 31 
㉑ エルサルバドル                          6 1 6 1 6 1 21 
㉒ セネガル                              5 0 5 

年度合計 40 79 152 239 243 240 271 266 266 256 241 234 237 203 226 241 266 
270 11 300 21 337 23 339 28 358 23 279 23 297 21 

6,030 
281 321 360 367 381 302 318 

出所： 国際協力機構、人材育成奨学計画（JDS)国別受入実績（2023 年）（インドネシアは円借款による留学生受入が始まった 2007 年以降、中国は 2013 年度
以降、受入実績はない。） 
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事業開始当初には、社会・経済開発に貢献する若手行政官や実務家、研究者等を対象としてい

たが、2008年度以降に段階的に導入された新方式では、対象者が各国の課題解決のための政策立

案ができる公務員に限定され、日本の開発協力方針（援助重点分野）や対象国の有する開発課題・

人材育成ニーズ等に基づき、対象国毎にサブプログラム（援助重点分野）とコンポーネント（開

発課題）が策定され、本邦の受入大学が選定されるようになった。 

同じ対象分野、対象機関、受入大学を4期分固定し、留学生を受入れることで、JDS事業を通じ

て日本政府の開発援助の選択と集中を図り、各省庁にJDS帰国留学生の集団「クリティカルマス」

を形成することが期待されている。 

1-1-2 インドの概況 

(1) インドの概況 

インドは世界第7位の国土（面積328.7万km2、日本の約8.7倍）を有し、西にパキスタン、北

に中国、ブータン、ネパール、東にバングラデシュ及びミャンマーと国境を接する南アジア

の大国である。アジアとアフリカを繋ぐインド洋シーレーン上の中央に位置し、地政学的に

極めて重要なインドには、多様な民族、宗教、言語が存在する。また、人口は2023年半ばに

は14億2860万人に達し、世界1位となる見通し（UNFPA推計、2023）である。1人あたりの国

民総所得（GNI）は2,257米ドル（世界銀行（以下、世銀）、2021）と下位中所得国に区分され

ているが（OECD/DAC、2022/23）、名目GDPは約3兆3,800億ドル（世界第5位／世銀、2022）、

GDP成長率は7.2%（インド統計・計画実施省、2022）と高い経済成長率を誇っている。 

(2) 教育の状況 

中央とほとんどの州では、1964-66年に発出された教育委員会勧告に従い、初等教育5年、

中等教育3年、上級中等教育2年、学士課程3年の教育制度を踏襲している。インドの教育事情

は年々改善されているものの、未だに国民に占める非識字率25%と高く、高等教育へのアク

セスは15%に限られ、全国民に占める学士号保持者は7%と低い。3全インド高等教育調査2020-

21年報告書によると、インドの高等教育における総就学率は27.1%。男女別では男性29.3%、

女性24.9%であった。高等教育就学者の内訳は51.6%が学士課程、26.2%が修士課程、22.%が

博士課程に在籍している。同報告書によるとインド全土の大学数は合計1,113であった。4イン

ド政府は2020年に改正した国家教育政策において、今後20年で教育の質を高め、自国を知識

のグローバルハブにするという目標を掲げており、教育システムについては、前述の10

（5+3+2）+3から、幼児教育を含めた5+3+3+4とし、高等教育については学士課程を3年から4

年とし、よりホリスティックで学際的な教育の達成を目指すとしている。5 

(3) 国家開発政策 

2015年1月に計画委員会に代わり、2047年までにインドが先進国になるための全体的な改

 
3 Education System in India, Dr. Patel, Jayantibhai I, International Journal for Research in Education, 2013 
4 All India Survey on Higher Education 2019-2020, Ministry of Higher Education, 2020 
5 National Education Policy (2020), Ministry of Human Resource Development 
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革のための国家機関（NITI Aayog）が設立された。改革の優先課題は、(i) 全包括的でミクロ

経済的な福祉を重視したマクロ経済成長の補完、(ii) エネルギー転換、気候変動対策、テクノ

ロジーを活用した開発の促進、(iii) 公的資本投資が民間投資を呼び込む好循環の構築である。

2019年に発足した第2次モディ政権は、新型コロナウィルス感染拡大の影響による経済縮小

を契機に、2020年より①経済、②インフラ、③テクノロジー主導のシステム、④世界最大の

民主主義国インドの強みである人口、⑤需要喚起を柱とした「Self -Reliant India（自立したイ

ンド）」政策を実施している。合理的な税制、明確な法規制、人材の育成、インフラの整備、

強固な金融システムの構築など、ビジネス環境の整備を通じた国内の製造業振興イニシアチ

ブ「Make in India」により、経済改革、製造業振興による雇用の創出、投資促進のためのビジ

ネス環境整備、インフラ整備等を進め、インドの国際競争力強化に取り組んできた。また2024

年度の暫定国家予算案（インド財務省、2024年2月）では、①研究とイノベーションのために

1兆ルピーの基金の創設とスタートアップに対する税免除の拡大、②11兆ルピー（前年度比

11.1%増）のインフラ開発への投資、③5年間で貧困層向け住居2,000万戸の建設、農村部など

の女性グループの起業による所得向上支援の促進、④住宅用太陽光発電パネルを設置した家

庭1,000万世帯への無料電力供給と政府による余剰電力買い取り支援、⑤年間所得70万ルピー

までの所得税免税や、農家に対する財政援助や農作物保険などを通じた実質所得の向上支援

策、等が強調されている。6 

1-2 無償資金協力要請の背景・経緯 

我が国とインドは1952年の国交樹立以来、インド国内の強い親日感情にも支えられながら、継

続して良好な関係を維持している。2000年8月には「日印グローバル・パートナーシップ」の構築

に合意し、2005年以降は、ほぼ毎年交互に首脳が相手国を訪問し、年次首脳会談を実施し、2014

年に両国関係は特別戦略的グローバル・パートナーシップへ格上げされている。 

2023年5月に実施された年次首脳会談において、ナレンドラ・モディ首相と岸田文雄首相は、「自

由で開かれたインド太平洋」の重要性について認識を共有し、様々な分野での協力を進めている。

両国の貿易総額約2兆8,511億円（2022年）と経済的な結びつきが強いものの、日印間の人的交流は

限定的であり、インドからの労働者や留学生の受入れを通した人的交流は、両国にとって非常に

重要な取り組みである。両首脳はまた、留学生の受入拡大を通じて人的交流の拡大に努めること

でも合意している。2023年9月、G20ニューデリー・サミットの際に行われた日印首脳会談におい

ても、モディ首相から岸田首相に対し、インドでのJDS事業開始に向けて準備が進んでいることへ

の謝辞が述べられており、インド政府からの期待は大きい。本事業がインドの行政官の人材育成、

行政組織の強化並びに開発課題の解決に貢献することとともに、二国間の関係強化に寄与するこ

とが期待されている。 

 
6 JETRO ビジネス短信＠インド政府、2024 年度の国家暫定予算案を発表（2024 年 2 月 8 日） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2024/02/df0478c5af5bbb75.html#:~:text=%E6%AD%B3%E5%87%BA%E
5%85%A5%E5%88%A5%E3%81%AB%E3%81%BF%E3%82%8B%E3%81%A8,%E3%81%AA%E3%81
%A3%E3%81%A6%E3%81%84%E3%82%8B%EF%BC%88%E6%B3%A8%EF%BC%89%E3%80%82
（2024 年 2 月 21 日参照） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2024/02/df0478c5af5bbb75.html#:%7E:text=%E6%AD%B3%E5%87%BA%E5%85%A5%E5%88%A5%E3%81%AB%E3%81%BF%E3%82%8B%E3%81%A8,%E3%81%AA%E3%81%A3%E3%81%A6%E3%81%84%E3%82%8B%EF%BC%88%E6%B3%A8%EF%BC%89%E3%80%82
https://www.jetro.go.jp/biznews/2024/02/df0478c5af5bbb75.html#:%7E:text=%E6%AD%B3%E5%87%BA%E5%85%A5%E5%88%A5%E3%81%AB%E3%81%BF%E3%82%8B%E3%81%A8,%E3%81%AA%E3%81%A3%E3%81%A6%E3%81%84%E3%82%8B%EF%BC%88%E6%B3%A8%EF%BC%89%E3%80%82
https://www.jetro.go.jp/biznews/2024/02/df0478c5af5bbb75.html#:%7E:text=%E6%AD%B3%E5%87%BA%E5%85%A5%E5%88%A5%E3%81%AB%E3%81%BF%E3%82%8B%E3%81%A8,%E3%81%AA%E3%81%A3%E3%81%A6%E3%81%84%E3%82%8B%EF%BC%88%E6%B3%A8%EF%BC%89%E3%80%82
https://www.jetro.go.jp/biznews/2024/02/df0478c5af5bbb75.html#:%7E:text=%E6%AD%B3%E5%87%BA%E5%85%A5%E5%88%A5%E3%81%AB%E3%81%BF%E3%82%8B%E3%81%A8,%E3%81%AA%E3%81%A3%E3%81%A6%E3%81%84%E3%82%8B%EF%BC%88%E6%B3%A8%EF%BC%89%E3%80%82
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1-3 行政官のキャリアパス及び人材育成状況 

1-3-1 インドの行政制度 

インドは28の州（State）と8つの連邦直轄領（Union Territory）からなる連邦共和制国家である。

州には自治権が認められており、連邦直轄領は中央政府が直接統治する。元首は大統領であるが、

実質的な行政権は首相を首席とする閣僚会議にあり、大統領は閣僚会議の助言に従って、国会を

通過した法案の承諾や、首相、最高裁主席判事及び州知事の任命等を行う。行政組織は53の省と2

つの局からなる（2023年1月時点）。行政階層は中央・州・地方自治体の三層構造であり、各州が

独立した政府として存在し、各州政府の管轄下に地方自治体がある。地方自治体は、都市部と農

村部でそれぞれ異なる制度が採用されている。都市部自治体は、大都市における自治都市、小都

市における都市評議会、農村から都市への発展段階にある地域におけるナガル・パンチャーヤト

から構成されており、農村部自治体は、県・郡・村の三層構造となっている（図-1）。 

 
出所： インドの公務員制度（自治体国際化協会、2008） 

図-1 インドの行政階層 

 

1-3-2 公務員の種別 

インドの公務員職は、1) 全インド公務職（All India Service）、2) 中央公務職（Central Civil Service）、

3) 州公務職（State Civil Service）の3カテゴリーに分類され、さらに全インド公務職は、①インド

行政職（Indian Administrative Service: IAS）、②インド警察職、③インド森林職の3つの職種に、中

央公務職はA～Dに区分される。全インド公務職及び中央公務職は連邦公務委員会によって採用さ

れるが、中央公務職が中央政府の機関のみで勤務するのに対して、全インド公務職は、採用後に

特定の州を割り当てられ、州政府と中央政府を行き来しながらキャリアを積む。州公務職は各州

の州公務委員会が採用する。（図-2）。 

中央公務職A群には外務官僚であるインド外務職（Indian Foreign Service：IFS）、経済官僚である

インド経済職（Indian Economic Service: IES）、財務官僚となるインド歳入職（Indian Revenue Service: 

IRS）の他、工学技官、医療技官等多数の職種があり、全インド公務職、中央公務職A群及び同B群

の一部は上級公務員と位置づけられている（表-2）。これら以外にも市レベル以下の地方政府が独

自に雇用する公務員がいる。公務員数は毎年増加しており中央政府には310万人（財務省、2024年
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2月）、州政府・地方政府を合わせると1800万人の公務員がいる。（世界銀行、2000） 

 
出所： インドの公務員制度（自治体国際化協会、2008） 

図-2 中央および州の公務職採用と配属の流れ 

 

表-2 インドの公務職 

 採用 配属 備考 

全インド 
公務職 中央政府 州政府 

（中央政府） 

採用後は特定の州政府に配属され、原則として退職まで配
属州は不変。一時的に中央政府に派遣されることもある
が、派遣期間終了後は当該州に戻る。 

中央 
公務職 中央政府 中央政府 

グループが A～D に分かれ、A 及び B は任命が官報で公示さ
れるため、官報公示職とも呼ばれる。当該グループの一部が
特に上級公務員と位置づけられる。 

州公務職 州政府 州政府 
例外的に、高度な専門能力を持つ技術者等が上級ポストに
就くこともあるが、上級ポストは基本的に IAS が占め、州
公務員は下級ポストまでしか昇進できない。 

出典： インドの行政（総務省、2009） 
 

1-3-3 公務員の職群の管理 

インドの公務員は職務や責任に基づいて様々な職群に分かれている。それぞれの職群に幹部管

理機関（Cardre Control Authority）が定められており、当該職群の募集、配置、異動、昇進、およ

びその他の人事問題を管理している。州公務員に関しては、各州政府が幹部管理機関となってい

る。全インド公務職と主な中央公務職の幹部管理機関を以下に示す。 

  

C中央公務職

（中央採用）

C全インド公務職

（中央採用）

中央政府

州政府

＜採用＞ ＜配属＞

C州公務職

（州採用）
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表-3 全インド公務職と中央公務職の幹部管理機関 

職群 幹部管理機関 
全インド公務職 
Indian Administrative Service Department of Personnel and Training, 

Ministry of Personnel, Public Grievances and Pensions  
Indian Police Service Ministry of Home Affairs  
Indian Forest Service Ministry of Environment, Forest and Climate Change 
中央公務職 
Indian Foreign Service Ministry of External Affairs  
Indian Economic Service Department of Economic Affairs, Ministry of Finance 
Indian Revenue Service (C&E) Central Board of Excise & Customs, Department of Revenue, 

Ministry of Finance  
Indian Revenue Service (Income Tax) Central Board of Direct Taxes, Department of Revenue, Ministry 

of Finance 
Indian Civil Account Service Controller General of Accounts, Department of Expenditure, 

Ministry of Finance Indian Defense Account Service 
Indian Audit and Account Service Office of Comptroller and Auditor General 
Indian Railway Traffic Service Railway Board, Ministry of Railways 
Indian Railway Personnel Service 
Indian Railway Account Service 
Indian Postal Service Department of Post, Ministry of Communications 
Indian Trade Service Department of Commerce, Ministry of Commerce & Industry 
Indian Legal Service Department of Legal Affairs, Ministry of Law & Justice  
Indian Corporate Law Service Ministry of Corporate Affairs 
Indian Information Services Ministry of Information & Broadcasting  
Indian P&T Account and Finance Service Department of Telecommunication, Ministry of Communications 
Indian Statistical Service Ministry of Statistics and Program Implementation  
Indian Defence Estate Service Department of Defence, Ministry of Defence 
Indian Ordinance Factory Service Department of Defence Production, Ministry of Defence 

出所：人材研修局聞き取り調査及び各幹部管理機関ホームページを元にコンサルタントが作成 

 

1-3-4 公務員のキャリアパス 

(1) 採用 

毎年数十万人が全インド公務職と中央公務職A群及びB群の一部の職種に就くため、連邦公

務員委員会（Union Public Service Commission）による公務員試験（Civil Service Examination）

を受験する。受験資格は、インド国民であること、大学卒業者であることに加え、受験年の

8月1日現在で21歳以上30歳未満という年齢制限があるが、指定カーストや指定部族、その他

の後進諸階級及び身体障害者等の社会的弱者については、30歳を超える年齢上限を別に定め

るなど、公務員試験における留保制度がある。 

(2) 昇進 

幹部管理機関がそれぞれの職群の昇進に関するガイドラインを発行しており、全インド公

務職および中央公務職グループAの昇進ガイドラインはおおむね類似している。職員の下級

職への昇進は、勤続年数に基づいて行われるが、Junior Administrative Grade7への昇進には上

 
7 代表的な各職群での役職例は以下(4)各職群とキャリアパスを参照のこと 
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司による人事考査報告書（Performance Appraisal Report）が作成されそれを元に昇進委員会

（Departmental Promotion Committee）により審査が行われる。人事考査報告書には基本情報と

して、採用年、現在の職位と所属情報、休暇取得や研修受講の状況、受賞歴等が記載され、

以下の例のように役職に合った評価項目が記載されている。8なお人材育成局からの聞き取り

によると、昇進については、留保制度は導入されていないとのことであった。 

全インド公務職の人事考査報告書における評価項目例（Additional Secretary及びSecretary） 

○ 属性評価（10 段階評価・70%） 
･ 仕事に対する姿勢 
･ 意思決定能力 
･ 主体性 
･ 人を鼓舞し、やる気を起こさせる能力 
･ 戦略立案能力／革新性 
･ 調整能力 

業務成果の評価（10 段階評価・30%） 
･ 計画された仕事の達成度 
･ アウトプットの質 
･ 期間中の例外的・予期せぬ仕事の達成度 

○ 自由形式での評価（書く評価項目についてコメントを記載） 
･ 特に複雑で曖昧かつ危機的な状況において、タイムリーかつ効果的な意思決定を行う能力 
･ 正しいことのために立ち上がる勇気を伴う責任 
･ 革新性 
･ 納品実績 
･ 協調性と協調性をもってチームを率いる能力 
･ 誠実さ（財務的誠実さと道徳的誠実） 
･ 長所と短所を含む総合評価 

○ 推薦分野（4 つを選択） 
･ 農業・農村開発 
･ 財政・金融管理 
･ 社会開発 
･ 産業・貿易 
･ 文化・情報 
･ 内務・防衛 
･ 資源管理 
･ 住宅・都市問題 

･ エネルギー・環境 
･ 人事・総務、ガバナンス改革 
･ 規制制度 
･ 通信システム・コネクティビティ 
･ インフラストラクチャー 
･ 科学技術 

 

(3) 中央人材制度 

中央省庁でのJoint Secretary以上の重要な役職への公務員の配属は、エンパネルメントと特

定職種の選考という2つ段階を経て配属を決める人材育成局による中央人材制度（Central 

Staffing Scheme）が重要なプロセスとなる。 

 
8 The All India Service (performance Appraisal Report) Rules, 2007 published vide Notification 

No.11059/18/2002-AIS-III dated 14.03.2007 vide GSR No.197(E) dated 14.03.2007 in supersession of All 
India Service (Confidential Roll) Rules, 1970 
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1) エンパネルメント 

エンパネルメントとは、全インド公務職および中央公務職グループAの職員から、通常、年

に1回、同じ配属年の職員の間で人事評価し、中央人材制度に基づく職位選考される可能性の

ある職員のリストを作成するプロセスである。勤務実績評価で特に有能な評価を得た職員は、

次官をトップとする特別委員会によって、政府内の上級役職に空席が生じた場合の考慮対象

者パネルに入ることが認められ、このパネルから上級役職に配置される。 

2) 特定職種の選考 

中央政府における役職の配置の際には、州政府および幹部管理機関からの推薦を募り、推

薦を受けた職員が中央人材制度に基づく資格要件を満たしているか（公務員が役職を離れた

後、一定期間、民間部門での雇用を制限する「クーリング・オフ」が完了している、エンパ

ネルされている、その他の資格剥奪を受けていない等）を精査する。その結果を基に、その

年の「オファーリスト」が作成され、空席となる役職に対してオファーリストにある職員か

ら等級、関連分野における知識や経験を考慮し3名の候補リストが作成され、その中から空席

となった役職に就く職員が選ばれる。9 

(4) 職群とキャリアパス 

インドの公務員の職群のキャリアパスの例として、IAS、IFS、IESについてそれぞれの職群

の特徴とキャリアパスについて以下にまとめる。 

1) インド行政職（IAS: Indian Administrative Service） 

IASは政府内で特に重要な役割を担うエリート官僚であり、公務員試験の受験者の中のト

ップ約180名がIASとして採用される。IASは2年間の研修勤務を経て州のUnder Secretary級に

昇進し、10年目を目途に大多数が州のJoint Secretary級に昇進する。配属州は退職まで原則変

わることはなく、中央に派遣されても派遣期間が終われば再び配属州に戻る。異動や昇任は

2～3年間隔で行なわれるが、州政府や中央政府の様々な省庁、部局間を異動する。高い職階

に到達するためには、キャリア試験（Mid-career exam）を受ける必要がある。中央省庁にお

けるIASの最上位の役職はCabinet Secretaryであり、Secretary、Additional Secretary、Special 

Secretary、Joint Secretary、Director、Deputy Director、Under Secretaryと続く役職のヒエラルキ

ーが構成されている。州の上級ポスト（Joint Secretary以上）は基本的にIASで占められてい

る。（総務省、2009）（自治体国際化協会、2008） 

  

 
9 人材研修局ホームページ 

(https://dopt.gov.in/committeereports/recommendations-relating-empanelment-and-placements-government-
india#:~:text=1%20Empanelment%20is%20the%20process,promotion%20to%20a%20particular%20grade.) 
2024 年 5 月 14 日参照 

https://dopt.gov.in/committeereports/recommendations-relating-empanelment-and-placements-government-india#:%7E:text=1%20Empanelment%20is%20the%20process,promotion%20to%20a%20particular%20grade
https://dopt.gov.in/committeereports/recommendations-relating-empanelment-and-placements-government-india#:%7E:text=1%20Empanelment%20is%20the%20process,promotion%20to%20a%20particular%20grade
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表-4 IASの職階、役職例、在職者数、昇進時期の目安（2024年1月1日現在） 

給与
基準 職階 昇進時期の目安 中央政府役職例 人数 州政府役職例 人数 合計

人数 

18 Cabinet 
Secretary Grade - Cabinet Secretary 1 - - 1 

17 Apex Scale 30 年目以降 Secretary 109 Chief 
Secretary 250 359 

16 Above Super 
Time Scale 25 年目以降 Additional Secretary/ 

Special Secretary 2 Principal 
Secretary 630 632 

15 Super Time 
Scale  Joint Secretary 115 Secretary 360 475 

14 Selection Grade 14 年目以降 Director 132 Additional 
Secretary 705 737 

13 
Junior 
Administrative 
Grade 

10 年目以降 Deputy Secretary 77 Joint Secretary 685 762 

12 Senior Time 
Scale 4 年目以降 Under Secretary 27 Deputy 

Secretary 1135 1257 

11 Junior Scale 採用後 4 年間 Assistant Secretary 6 Under 
Secretary 1230 1236 

合計 469  4995 5464 
出所： Indian Administrative Service Promotion Guideline, No. 20011/4/92-AIS-II Government of India, 

Ministry of Personnel, P.G. & Pensions, Department of Personnel & Training、人材研修局ホームぺー
ジ 10、人材研修局データベース 11より弊社が作成 

 

2) インド外務職（IFS: Indian Foreign Service） 

IFSは、中央公務職のひとつであり、外務省下で外交官として職務に就く。近年では年間30

－35名が採用となっており、採用後、他の全インド公務職とともに研修及び、デリーにある

外務省研修所（Foreign Service Institute）での就任研修を経て、外交官のキャリアを歩み始め

る。IFSグループAの人数は996名であり、外務本省及び世界約193の在外インド公館に勤務し

ている。12 

在外公館のポストはThird Secretaryからスタートし、Second Secretary、First Secretary、Director, 

Minister/ DCM（Deputy Chief of Mission）、Ambassador/ High Commissionerと上位になっていく。

または総領事館配属の場合もある。外務本省では、IAS同様、最上位より、Secretary、Additional 

Secretary、Joint Secretary、Counsellor/Director、Deputy Secretary、Under Secretaryと続くヒエラ

ルキーが存在する。 

  

 
10 人材研修局ホームページ（https://dopt.gov.in/sites/default/files/FAQ_AIS-III.pdf）2023 年 12 月 18 日参照 
11 Civil List, Indian Administrative Service (https://easy.nic.in/civilListIAS/IndexCL.htm) 2024 年 2 月 2 日参照 
12 外務省ホームページ（https://www.mea.gov.in/indian-foreign-service.htm）2024 年 2 月 2 日参照 
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表-5 IFSグループAの職階、役職の人数（2021年3月30日） 

職階 外務省 在外公館 合計
人数 役職 人数 役職 人数 

Grade I Secretary 5 Ambassador/ 
High Commissioner 

28 33 
Grade II Additional Secretary 6 40 46 
Grade III Joint Secretary 38 Minister/DCM/Ambassador 144 182 
Grade IV Counsellor/ Director 58 Director 152 210 
Junior Administrative Grade Deputy Secretary 117 First Secretary 270 387 
Senior Scale Under Secretary 0 Second / First Secretary 0 0 
Junior scale 10 Third Secretary 25 0 
Probationers Reserve - 62 - - 62 
Leave Reserve - 15 - - 15 
Deputation Reserve - 19 - - 19 
Training Reserve - 7 - - 7 

合計人数 - 337 - 659 996 
出所： 外務省ホームページ 4(1)(b)(ix) Directory of officers and employees of MEA (March 30, 2021) 
 

3) インド経済職（IES：Indian Economic Service） 

IESは中央公務職グループAの職種であり、経済分野の専門性を用いて開発政策の立案・策

定、開発システムの強化、公的プログラムの監視・評価等を担っている、IESの60%は連邦公

務員委員会が実施する公務員試験により採用され、残る40%は内部からの昇格によって充足

されている。IESの管理を行う幹部管理局は財務省内にあり、内閣官房長官を長とするIES理

事会から助言を受けて、IESに関係する政策を決定している。IES幹部の公認定員は511人で、

471の勤務ポストと40の休暇予備役で構成されている。 

IESのキャリアパスの特徴は、経済・社会部門を扱う省庁・部局を中心に、中央政府のさま

ざまな省庁間を異動することにあるが、国連機関、外国政府、州政府、規制機関など、その

他の国内外機関に派遣されることもある。IESが大きな割合を占める組織としては、開発政策

を戦略的に管理するNITI Aayogがあるほか、IESは金融、社会部門、農村開発、教育、保健、

農業、工業、貿易、運輸、情報技術など多様な部門へも派遣している。IES職員は多様な分野

の開発問題に触れ、そのキャリア全体を通じて中央政府の政策立案に貢献している。 

表-6 IESの職階、役職と人数 

給与基準 職階 役職例 人数 
17 Higher Administrative Grade +  Principal Adviser (Apex) 3 
15 Higher Administrative Grade  Senior Economic Adviser/ Senior Adviser 20 
14 Senior Administrative Grade Economic Adviser/ Adviser 82 
13 Non-Functional Selection Grade  Joint Director/ Deputy Economic Adviser 0 
12 Junior Administrative Grade Director/ Additional Economic Adviser 146 

11 Senior Time Scale Deputy Director/ Assistant Economic Adviser/ 
Senior Research Officer 122 

10 Junior Time Scale  Assistant Director/ Research Officer 115 
 Reserves 

 
50 

 合計人数 
 

538 
出所： IES の各職階 2023 年 6 月 28 日内閣承認、IES ホームページ（https://ies.gov.in/about-ies.php）を

参考にコンサルタントが作成 
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1-3-5 中央省庁での高位高官の職群 

人材研修局からの聞き取りによると、IASのみならず中央公務職グループAの公務員は政策策定

に携わることが可能とのことであった。中央省庁での高位高官である、Secretary、Additional 

Secretaryに2021年以降に任命された公務員を職群でみると大半はIASで占められているものの、

IAS以外の職群の公務員も昇進していることが分かる。IAS以外では歳入職、歳入職（IT）、郵政職、

監査会計職、森林職、鉄道会計職、防衛会計職から次官に任命されている。 

表-7 SecretaryとAdditional Secretary（それらと同等の役職）の職群分布（2023年8月22日時点） 

役職 Secretary 及び同等の役職 Additional Secretary 及び同等の役職 
職種 IAS IAS の割合 IAS の割合 IAS IAS 以外 IAS の割合 

2023 年 27 0 100.0% 9 2 81.8% 
2022 年 39 3 92.9% 64 48 57.1% 
2021 年 83 8 91.2% 82 14 85.4% 

出所： 人材研修局ホームページ掲載の任命命令書より弊社が作成 
 

1-3-6 公務員とジェンダー・社会包摂 

インドは女性の権利拡大国家政策を制定し、ジェンダー平等に取り組んでおり、インド政府で

は公務員の採用、昇進、研修機会の提供等、全てにおいて男女平等が保障されている。公務員ジ

ェンダー平等報告書（UNDP、2021）によると、女性公務員の割合は23%、リーダー的な地位に占

める女性の割合は12%であり、IASデータベースによると、過去2年のIAS採用者に占める女性割合

は50名（全180名中の33%、2021年）、51名（全179名中の28%、2022年）である一方、給与基準18

及び17（中央省庁のCabinet Secretary及びSecretary及び州政府のChief Secretary）の女性高位IASは53

名（全354名中の15%）と少ない。 

また、インドでは、指定カースト（Scheduled Castes、SC）、指定部族（Scheduled Tribes、ST）、

およびその他後進諸階級（Other Backward Classes、OBC）13は、憲法をはじめ様々な法律で特別な

保護と支援の対象とされているが、インド政府は個人の背景に関わらず採用、昇進、研修機会の

提供へのアクセスを保証しており、公務員制度における包摂性と公平性を促進している。 

1-3-7 公務員の人材育成 

連邦公務員委員会の試験に合格した国家公務員は、割り当てられた職務に応じた機関で研修を

受ける。公務員の人材育成は前述の幹部管理機関の所轄となる。試験の最終結果が出ると、選抜

された候補者は、職務と責任を効率的に管理する能力を身につけるための訓練を受ける。全イン

ド公務職及び中央公務職を管理する幹部管理機関は複数の訓練機関を有する。公務員はキャリア

を通じて、それらの研修機関での研修を受け、専門的な能力開発している。主な研修機関のリス

トは以下の通りであり、JDSコンポーネントに関連するものを示す。 

 
13 予定カーストはかつてのカースト制度において社会的に差別され、排除されていたカーストのもの、

予定部族はインドの原住民族である部族、その他の社会的に弱い階層は、カーストの枠組みで上位に
位置し、一般的には予定カーストや予定部族よりも経済的には上位に位置するものの、社会的な差別
や不平等により経済的・社会的に不利な状況にあるグループを指す。 
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表-8 JDS事業コンポーネントに関係するインド政府の研修機関 

 研修機関 特徴 
公共政策 Lal Bahadur Shastri National 

Academy of Administration 
行政サービス、政策立案、リーダーシップなどの分野で
のトレーニングを提供。IAS の基礎研修、ミッドキャリ
ア研修、In-service 研修を始めとし、全インド公務職中央
公務職 A 群に属する職員の研修も実施している。 

公共政策 Indian Institute of Public 
Administration 

公共行政と経営に関するトレーニングおよび研究機関。
政府機関の効率化、公共サービスの向上、政策実施の改
善などに焦点を当てたトレーニングプログラムを提供す
る。全インド公務職、中央公務職の基礎研修、ミッドキ
ャリア研修、セクター別研修等を実施している。 

公共政策、
都市計画 

Administrative Staff College 
of India 

公共政策、行政管理、地方自治、都市計画等、さまざまな
公共分野の研修を実施。 

都市計画 National Institute of Urban 
Affairs 

都市開発省によって設立された独立した研究機関。都市
開発政策や都市計画、都市管理に関する研究、政策提言、
研修を実施している。 

経済・産業
政策 

National Institute of Financial 
Management (NIFM) 

財務省の下で運営されており、財政管理や公共財政、金
融、経済政策などに関するトレーニングプログラムを提
供し IES 職員を養成する。 

National Academy of Direct 
Taxes 

IRS 職員の養成機関。直接税に関するトレーニング機関。
所得税法、税務手続き、調査・検査技術などに関する専
門研修を実施している。 

Institute of Government 
Accounts and Finance 

インド政府の会計および財務に関する専門機関。政府の財
政管理、予算編成、会計システムの改善などに関する専門
知識を提供し、公共部門の財政管理能力を向上させる。 

National Academy of Audit & 
Accounts 

インドの監査および会計サービスの研修機関。監査技術、
会計原則、財務管理などに関する専門知識を提供している。 

National Academy of Customs, 
Indirect Taxes & Narcotics 

インドの税関、間接税、麻薬対策関連のトレーニング機
関。関税法、間接税法、麻薬対策の法規や実務に関する
専門知識を提供し、税関や関連組織の職員を養成する。 

Arun Jaitley National Institute 
of Financial Management 

財務管理と政策立案に関する専門機関。財務管理、公共
部門の財政政策、金融市場などに関するトレーニングを
提供し、政府の財政政策の実施を支援する。 

経済産業
政策・国際
関係 

Indian Institute of Foreign 
Trade  

国際貿易とビジネスに関する教育・研究機関。グローバ
ルビジネス、国際市場への進出、貿易政策などに関する
知識を提供し、インド企業の国際競争力を高める 

国際関係 Shushma Swaraj Institute of 
Foreign Service 

インド外務省の外交官を養成する機関。外交政策、国際
関係、外交プロトコルなどに関する教育を提供している。 

出所： 現地調査における聞き取り調査結果、各研修機関ホームページをもとにコンサルタントが作成 
 

1-3-8 留学とキャリアパス 

修士号が最低学歴となっているIESのようなケースも本調査では確認されたものの、基本的にイ

ンドの公務員試験の受験要件としての必要最低学歴は学士である。昇進にあたっては学歴が評価

の対象とはなっていないため、留学による修士号の取得は直接キャリアパスに影響を与えないが、

間接的に影響を与える可能性があることは本調査における現地公務員へのインタビューにおいて

も判明している。例えば、修士課程で選択した専攻が、公共政策、行政管理、国際関係など公務

員の職務内容に直接密接に関連している場合、留学経験はキャリアに有利になる可能性がある。

また留学で修士号を取得することは、公務員選考試験での選択において学術的な資格を高めるこ

とができ、さらに、留学経験は、実務経験とのバランスを取る上でプラスになる場合がある。ま

た留学経験を持つ公務員は、異なる文化や環境での学びや経験を通じて、リーダーシップ能力や
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問題解決能力を高めることができるため、間接的にキャリアの進展や昇進において有利になる可

能性もある。 

1-3-9 就学・研修休暇 

研修（留学、研修旅行等含む）へ参加の際には、留学の目的と関連性を明確に示したうえで事

前に政府から留学休暇の承認を得て就学・研修休暇の取得が可能である。就学・研修休暇は、全

インド公務職については7年以上、中央公務職については5年以上の期間、試用期間を含めて継続

勤務をした者、また休暇満了後、職務に復帰すると見込まれる日から3年以内に公務員を退職する

年齢に達しない者が取得できる。例外的な理由がある場合を除き1回につき12カ月であり、在職期

間中最大で24カ月を超えてはならない規則となっている。研究休暇を、他の休暇と組み合わせて

取得する場合は通常28カ月（博士号取得については36カ月上限に）取得が可能である。幹部管理

機関からの休暇の承認には、留学先の大学が提供するコースや自身の研究テーマ、及び期待され

る研究成果を含む研究計画を提出しなければならない。 

就学・研修休暇を取得後は3年間の服務義務期間が生じる。公務員は、① 健康上の理由、② 帰国

後、政府の管理下にある法定機関若しくは自治機関、又は機関に勤務するため派遣され、その後、

公益のために当該法定機関若しくは自治機関又は機関に永続的に吸収されることを目的として、政

府の下で退職することが許可された公務員を除いて、留学後、職務に復帰することなく辞職、ま

たは復職後3年以内に退職した場合、または留学課程を修了しなかった場合は、①インド政府が負

担した休暇中の給与、就学手当、学費、旅費、その他の費用の実額、また、② 外国政府、財団、

信託など、その他の機関が教育課程に関連して負担した費用と利子を返済しなければならないと

いう罰則規定がある。14 

1-3-10 留学帰国後の復職 

公務員が就学・研究休暇を得て留学する場合は、政府の職務に復帰することを誓約しており、

休暇の終了後は、自動的に元の階級に復帰する。帰国留学生は、経験、実績、関心、技能に基づい

て、適切な省庁の空いている役職に配置される規則15となっているが、人材育成局からの聞き取り

によると、休暇取得時の元のポストに戻る場合もあるとのことであった。 

1-3-11 公務員の定年 

インドにおいて公務員の定年は60歳と定められている。ただし、30年の勤務を終えた後、また

は50歳に達した後のいずれか早い時点で、政府に3カ月前に通知することにより、いつでも早期退

職を選択することができる。また、政府の承認を得て、最長5年まで60歳を超えて定年延長を求め

ることもできる。16 

 
14 Chapter VI - Study Leave, Central Civil Service (Leave) Rules, 1972 
15 The All India Service (Study Leave) Regulations, 1960 
16 The Central Civil Service (Classification, Control & Appeal) Rules, 1965 
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1-4 我が国の援助動向 

1-4-1 二国間援助 

日本の対インド開発協力方針（外務省、2023）では、大目標である「包摂的かつ持続可能な成

長」の実現に向けた強固な基盤づくりへの協力を支援するため、「オファー型協力」や民間資金の

動員の促進などODAの一層の戦略的活用を通じ、日印双方の利益に資するような開発協力を推進

しており、重点分野（中目標）として、①共創による産業の発展強化、②多層的な連結性の強化、

③クリーンな社会経済開発が挙げられている。 

表-9 我が国の対インド国別開発協力方針 

我が国の ODA
の基本方針 
（大目標） 

包摂的かつ持続可能な成長」の実現に向けた強固な 基盤作りへの協力 

重点分野 
（中目標） 

(1) 共創によ
る産業の
発展強化 

インドの経済成長の安定化を支える製造業は、若い生産人口のた
めの新たな雇用を生み、経済の技術的基盤を強化し、生産性を向上
させる。このような観点から、製造業を始めとする産業の競争力強
化に資する発電・送配電・蓄電・エネルギー効率化、高規格道路、
港湾、産業用水等のビジネス環境整備にあたり不可欠な社会基盤
開発を支援する。また、製造業のみならず、投資環境整備、中小企
業・スタートアップ支援、特定技能制度等の活用、日印の企業・学
術機関間の連携、半導体、ICT・デジタル技術、デジタル・トラン
スフォーメーション（DX）、保健、医療・ヘルスケア、宇宙等の分
野での産業育成に資する支援を行う。 

(2) 多層的な
連結性の
強化 

投資と成長を支えるインフラ面の課題解決を念頭に、インド国内
の主要都市・経済圏内及び地域間の連結性の強化を図るべく、鉄
道、道路、電力等の分野について、輸送ハブ及び流通網となる運輸
や電力インフラ等の整備を環境面での影響にも配慮した形で支援
する。さらに、日印首脳間で確認されている北東部等の地域の連結
性の促進や、インド北東部開発とバングラデシュにおける「ベンガ
ル湾産業成長地帯構想（BIG-B）」との有機的な連携を通じた「産
業バリューチェーン」の構築等、周辺諸国との連結性の更なる強化
と、それによる新たな投資や産業の創出に向けた協力を推進する。 

(3) クリーン
な社会経
済開発 

急速な経済成長と都市化に起因する社会的・環境上の課題解決に向け
た継続的な取り組みとして、保健医療・衛生といった基礎的社会サー
ビスの整備、都市化や自然災害、生態系サービスの劣化への対応、水
をめぐる社会課題への対応、貧困層の収入増等の貧困削減・社会セク
ター開発に資する支援に取り組む。また、農村部におけるものを含め
道路・上下水道整備、農業の生産性と持続可能性の強化・多角化、バ
リューチェーンの強化、森林資源の保全・利用、女性のエンパワーメ
ント等に関連する事業を支援する。気候変動問題への対応も念頭に、
クリーンで強靱な社会の実現を目指し、脱炭素、グリーン・トランス
フォーメーション（GX）等に向けた協力を推進する。 

留意点 (1) 日印両国民間の広範かつ多様な関与を深化させ、両国関係強化の基礎とする観
点から、開発協力を通じ、様々な分野で緊密な人的交流が促進されるよう留意
する。また、日本企業によるインド事業への融資、環境保全を担うインド政府
系機関への融資、インド政府とのファンド設立等を通じた支援等の民間資金や
インド側資金も動員した協力にも留意する。 

(2) 第三国に対する開発協力の主体としての側面を強めつつあるインドとの間で、
南西アジア、太平洋島嶼国やアフリカ等の地域において、両国の強みを生かし
た形での協力が実現するよう、対印協力の成果の発信も念頭に、関連の知見の
共有に努めるとともに、連携の可能性を追求する。 

(3) 原則としてタイド援助を受け入れず、調達政策において国際競争入札を採用す
るインド政府の方針に留意する。同時に、各事業を通じて、日本の技術や専門
知識のインドへの導入を促進すべく取り組んでいく。 

(4) 平等で包摂的な社会の達成のため、日印両国は案件形成にあたっては新しい時代
の「人間の安全保障」の下、ジェンダー平等や社会的弱者への配慮に留意する。 

出所： 外務省、対インド共和国 国別開発協力方針（2023 年 11 月）をもとにコンサルタントが作成 
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JICAがこれまでにインドで実施してきた（あるいは実施中の）代表的なプロジェクト17として

は、教育分野ではインド工科大学ハイデラバード校日印産学研究ネットワーク構築支援プロジェ

クト、デリー上水道改善事業、運輸交通分野ではデリー高速輸送システム建設事業やチェンナイ

地下鉄建設事業、資源・エネルギー分野ではタミル・ナド州送電網整備事業、民間セクター開発

では官民連携インフラ・ファイナンス促進事業、農業・農村開発ではレンガリ灌漑事業、自然環

境保全ではオディシャ州森林セクター開発事業、環境管理分野ではヤムナ川流域諸都市下水等整

備事業等があり、有償事業を中心に多岐にわたる分野での支援を実施している。 

1-4-2 インドから我が国への留学 

両国は人的交流の拡大に努めることについて合意しているが、その中でも日本へのインド人留

学生の増加に取り組むことが確認されている。18日本学生支援機構によると、2022年4月時点のイ

ンド人留学生総数は1,532人であり、インド人留学生は、全留学生数の0.7%を占め、第16位となっ

ている。19公益社団法人科学技術国際交流センターによるとインド留学生の主要な留学先としては

以下の大学が挙げられている。 

表-10 インド留学生の日本での主な留学先 

大学名 人数 備考 
東京大学 101 2020年11月1日時点 
立命館アジア太平洋大学 70 2020年5月1日時点 
京都大学 57 2020年5月1日時点 
大阪大学 48 2020年5月1日時点 
名古屋大学 39 - 

出所： https://ssp.jst.go.jp/survey/india.html（2023 年 11 月 23 日参照） 
 

1-4-3 我が国の奨学金プログラム 

日本政府による国際機関を通じた奨学金プログラムには、日本／世界銀行共同大学院奨学金制

度（The Joint Japan/World Bank Graduate Scholarship Program: JJ/WBGSP）、国際通貨基金／日本アジ

ア奨学金プログラム（IMF‐Japan Partnership For Asia’s Future: JISPA）、ADB・日本奨学金プログラ

ム（Asia-Japan Scholarship Program: JSP）が実施されており、インド政府の職員も対象となってお

り、人材研修局の記録によると過去3年ではIMF1件の受入が確認された。アンケート調査からは、

現職のIESに、世銀奨学金による修士号取得者が4名、IMF奨学金による修士号取得者2名と博士号

取得者1名が確認された。 

二国間援助での過去3年の受入実績はYLP14名、JICA事業では、インド工科大学ハイデラバード

校日印産学研究ネットワーク連携27件、イノベーティブ・アジア4件、長期研修での都市開発分野

で1件、合計32件の受入があった。それに加え、アンケート調査の回答からは、鉄道関係の中央公

務職グループAの公務員は、国費外国人留学生制度を活用し、毎年最大20人のインド鉄道省職員を

 
17 独立行政法人 国際協力機構（No date）代表的なプロジェクト 

https://www.jica.go.jp/overseas/india/activities/index.html（2023 年 11 月 21 日参照） 
18 外務省「日印首脳会談」令和 5 年 3 月 20 日 
19 独立行政法人日本学生支援機構（2022）「2022（令和 4）年度外国人留学生在籍状況調査結果」、

https://www.studyinjapan.go.jp/ja/_mt/2023/03/date2022z.pdf,（2023 年 11 月 23 日参照） 
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日本の修士課程等へ受け入れる、文部科学省奨学金（大使館推薦・インド鉄道省プログラム）取

得して日本で修士を取得していることも確認した。 

表-11 インドにおける日本（二国間／多国間：国際機関への拠出）とJICAの修士留学事業 

 組織名 研修事業名 目的・戦略、対象等 

二
国
間
援
助 

JICA 

人材育成奨学 
計画（JDS） 

対象国において将来指導者層となることが期待される優秀
な若手行政官等を日本の大学院に留学生として受入れ、帰国
後は社会・経済開発計画の立案・実施において、留学中に得
た専門知識を有する人材として活躍すること、ひいては日本
の良き理解者として両国友好関係の基盤の拡大と強化に貢
献することを目的とした事業。 

長期研修 主に大学の学位課程（修士・博士）に就学する 1 年以上の研
修。技術協力事業として実施されている。人材育成支援に加
え、我が国と対象国双方のイノベーション環境改善を目的と
し、アジアの開発途上国から優秀な学生等に日本の大学への
留学や日本企業での短期インターンシップ等を提供するイ
ノベーティブ・アジア事業も長期研修に含まれる。 

文部 
科学省 

日本政府文部科学省
奨学金 
研究留学生 

日本と諸外国との国際文化交流を図り、相互の友好親善を促
進するとともに、諸外国の人材養成を目的とする。日本の大
学で研究生として 1 年半～2 年間学び、当該期間に大学院
（修士・博士）の入学試験に合格すれば、奨学金給付期間が
延長される。 

日本政府文部科学省
奨学金 
大使館推薦・インド鉄
道省プログラム 

2015 年より毎年 20 名を上限に、鉄道省の技官を日本の大学
院の学位取得のための正規留学生・学位取得を求めない非正
規留学生として受け入れている。日本政府の鉄道セクターへ
の支援との相乗効果が期待される。 

日本政府文部科学省
奨学金 
ヤング・リーダーズ・プ
ログラム（YLP）  

アジア諸国等の指導者として活躍が期待される行政官、経済
人等の若手指導者を、我が国の大学院等に招へいし、1 年程
度の短期間で学位を授与する留学プログラム。 

多
国
間
援
助 

日本／世界銀行共同大学院 
奨学金制度（JJ-WBGSP） 

発展途上国の中間管理職を対象とした、欧米・アフリカ・日
本の大学院で開発関連分野の修士号取得のための事業。 

ADB 日本奨学金プログラム 
（JSP） 

ADB に加盟する 40 カ国を対象にした、科学技術、経済、経営、
開発、法律・政策分野での修士号取得のための奨学金事業。 

日本・IMF アジア奨学金 
プログラム（JISPA） 

アジア太平洋地域の主要経済機関の若手行政官に日本の大
学院で経済学修士号の取得機会を提供する事業。 

出所： 文部科学省、JICA、世銀、ADB、IMF の HP をもとにコンサルタントが作成 
 

我が国の奨学金プログラムを、事業目的（技術習得か二国間関係強化か）と研究分野（政策か

技術か）の観点から整理すると、以下のように整理できる。 

 

図-3 日本（二国間／多国間）とJICAの留学生受入事業（研修分野／事業目的） 
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1-4-4 民間組織を通した協力 

インドにおける民間協力としては、NGOや民間セクターの活動が挙げられる。JICAインド事務

所では、2004年にNGO-JICAジャパンデスクを設置し、「インドNGO要覧」「JICAインドNGOデー

タベース」等、現地活動に必要な情報を発信すると共に、草の根技術協力事業を実施している。

同事業は、団体の形態や経験、事業規模により、パートナー型（日本の法人格を有し、発展途上

国への国際協力活動実績が2年以上あるNGO・大学・公益法人団体等）、支援型（日本国内外で国

際協力活動実績が2年以上あるNGO・大学・公益法人団体・任意団体等（海外での活動経験は不

問））、地域活性化特別枠（地方自治体、実際の事業実施においては、地方自治体が指定するNGO、

民間企業等の団体が、実施団体となることも可）の3つのタイプに分かれる。2023年11月時点で実

施中の案件としては、マハラシュトラ州におけるHIV/TBの治療成績改善プロジェクトがある。 

1-5 民間交流の状況 

我が国とインドは、1957年に日印文化協定を締結している。2022年10月時点のインドおける在

留邦人は8,145名であり、在日インド人は43,866人。我が国とインドの貿易額（2022年度）は、対

インド輸出20,180億円、インドからの輸入は8,322億円であり、日本からインドへの輸出超過とな

っている。主要なインドから日本への輸出品目は、有機化合物、魚介類、ダイヤモンド、アルミ

ニウム等である。我が国からの直接投資は、4,709億円（2022年度）である。20 

日本とインドは、経済関係においては貿易総額約2兆8,511億円（2022年）と結びつきが強いもの

の、日印間の人的交流は限定的な部分もあり、労働者の受入やインド人材の留学による人的交流

は、両国にとって非常に重要な取り組みであると両国間で認識されている。人的交流を促進する

背景として、インドは人口の68%を生産年齢人口（15～64歳）が占め、莫大な中間所得層を抱える

巨大市場を有するものの、15～24歳の失業率は約24%に上り、若年人口の増加ペースに雇用機会

の拡大が追い付いていない（ILO、2023）。そのため、自国民の雇用機会を海外に見出したいイン

ドの意向に沿い、日本は技能実習や特定技能の制度を活用したインド人材の受入を進めている。

またマーケットの成長性からインドは投資先として人気があり、日本からの「今後3年程度の有望

な事業展開先国」としてインドは首位となっている。（JBIC、2022） 

インドをベースとした日系民間企業の組織としては、インド日本商工部会がある。同組織は2006

年に会員相互の情報交換及び親睦、日印間の商工業の発展及び親善交流の促進、会員共通の利益

となる諸活動の実施を目的として設立され、516社（2023年11月時点）が会員となっている。 

また自治体レベルの交流では、福岡県がデリー首都特別地域と、横浜市がムンバイ、岡山県が

ピンプリ・チンチワッド市及びプネ市、広島県三次市がハイデラバード市、島根県中海・宍道湖・

大山圏域市長会がケララ州と姉妹都市協定を締結している。21日印間の親善を目的とした民間団

体は日印協会など数多くある。同協会は1903年に大隈重信、長岡護美、渋沢栄一によって組織さ

れ、長期に渡り活動している。 

 
20 外務省インド基礎データ https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/india/data.html（2023 年 11 月 21 日参照） 
21 一般財団法人自治体国際化協会姉妹提携情報 

https://www.clair.or.jp/j/exchange/shimai/countries/detail/25（2023 年 11 月 21 日参照） 
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1-6 他ドナーによる本分野の援助動向とインド政府の事業 

インドでは行政官のみを対象とした奨学金の窓口は人事研修局、あるいは各省庁の人材育成担

当部局となっているのに対し、諸外国が一般市民向けに提供する奨学金の窓口は教育省高等教育

局となっており、奨学金情報は教育省管轄のポータルサイトで周知される。2024年1月時点で、修

士向け奨学金としては、日本の文部科学省奨学金を始めとして、英国、ニュージーランド、中国、

韓国の奨学金の資格基準、奨学金額、年齢制限、必要資格、経験等の概要が掲載されている。応

募者は奨学金の種類に応じて、教育省のポータルサイトからオンラもしくは直接在外公館や大学

のウェブサイトから申請を行う。公務員のみを対象とした奨学金情報は人材研修局を通して各省

庁及び公務員に周知される。人材研修局を通じて過去3年で募集された奨学事業18件のうち、日本

以外の奨学金は韓国政府の1件のみであった。外国の大学や組織から各省庁に直接奨学金募集が通

知される場合もあり、本調査の聞き取りでは、住宅都市省では2023年にデンマーク国際開発庁か

ら学位取得を目的とした長期研修の募集を確認した。また、財務省や商工省の場合も、国際機関

や提携大学（シンガポール国立大学）等からの留学・研修情報が直接職員に通知されていた。ア

ンケート調査の結果、アメリカのフルブライト基金奨学金により修士号を取得したIES 3事例が確

認された。一方、鉄道省が管理する鉄道関連の中央公務職グループAに属する公務員には他国から

の奨学金を得たものは確認されなかった。2021年の報道によると、ケララ州でIAS職員として働く

夫婦が同時に、チーブニング奨学金を受賞した例も確認された22 

JDS事業と類似する奨学金としては、韓国政府によるKOICA Scholarship Programがあり、過去の

ガイドラインではインドが2022年より対象国として記載されているが、インドからの留学生受入

はこれまでなく、KOICAインド事務所によると、2024年度よりインドでの募集を開始したいとの

ことであった。 

他ドナーではないが、インド政府は2001年より、全インド公務職、中央公務職Aグループを対象

とした政府独自の海外研修制度、Domestic Funding of Foreign Training （以下、DFFT）を実施して

きた。長期研修（6カ月以上、1年以下）では英米豪欧州の政府指定の修士コース（公共政策、開発

学、国際安全保障、IT等）へ年間30名を超える公務員が留学した。対象となる分野において各自

が選んだ大学院に留学することも可能で、世界ランキング100位以内の大学、コースを条件に奨学

金が付与された。人材研修局からの聞き取りによると、同研修事業はコロナ禍の影響を受けて2021

年に中断され、人材育成の研修が対面のみから、オンラインあるいはハイブリッドも可能な選択

肢として加わったことからの政策の変化をうけ、新型コロナウィルスの影響が減少したものの再

開に至っていない。今後、再開される可能性はあるものの、2023年12月の現地調査時点では再開

の決定はなされていなかった。 

他ドナー及びインド政府の奨学金事業同プログラムの中で、KOICA奨学金及びインド政府DFFT

長期研修は公務員を対象としている。KOICA奨学金がインドでの募集を開始した場合、またDFFT

が再開された場合には、JDS事業の競合となると予想される。 

インドで公務員が利用可能な他国修士奨学金とDFFTを以下にまとめる。 

 
22 Onmanolama（2021 年 9 月 1 日）https://www.onmanorama.com/career-and-campus/top-

news/2021/09/01/chevening-scholarships-ias-couple-know-more-prized-grants.html（2023 年 11 月 21 日参照） 
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表-12 インドにおける他国及びインド政府の修士奨学金 

国名 英国 事業名 Chevening Scholarship 
分野 全分野 
対象 行政官を含む一般市民 
年齢 制限なし 
人数 全政界で 1643 名（2022 年）国別の割り当てはない。 

奨学金 生活手当（住居費込み、2017 年）月額、ロンドン：£1,307（258,310 円）、その他：£1058
（209,099 円）※最新額については情報なし  
着後手当（空港から大学までの交通費、警察への登録料、超過手荷物）、行事参加費（地域
による）、帰国時手当（超過荷物手数料） 

特徴 イギリス国内の大学が開講する修士学位が取得できるコースの合格者が応募できる。期間は 1 年で
応募時に 2 年間の実務経験が必要となり、修士号取得後帰国し 2 年間、母国で働くことが
義務付けられている。 

国名 英国 事業名 Commonwealth Scholarship 
分野 エンジニアリングとテクノロジー：電気／電子工学、環境学、リモートセンシング技術、通信工学、

バイオテクノロジーまたは生化学工学、ロボット工学、コンピューター応用／コンピューター科学、
航空宇宙工学、土木／建築学、材料科学、鉱業工学、海洋工学 
科学（純粋および応用）：数学、分子生物学、物理学、化学（医薬化学を含む） 
農業・関連分野：農学、林学 
人文・社会科学：歴史学、社会学、経営学、経済学、哲学、心理学、法学、英語（文学／言語学）、
政治学（国際関係論） 

対象 行政官を含む一般市民 
年齢 制限なし 
人数 25-30 名 

奨学金 生活手当（住居費込み）月額、ロンドン：£1,652 （326,495 円）、その他£1,347（266,216 円） 
航空賃、学費、寒冷地手当、学業にかかる旅費の補助、奨学生が寡婦、離婚、一人親家庭
の場合、随伴する 16 歳以下の子どもにかかる児童手当として一人目£576.61/月、二人目以
降は一人につき£143/月。障害のある奨学生については必要に応じて財政面での支援があ
る。 

特徴 コモンウェルスに属する国の市民で将来のリーダーを対象。期間は 1 年。年齢制限なし。 
国名 米国 事業名 Fulbright-Nehru Master’s Fellowships 
分野 経済学、環境科学・研究、高等教育管理学、国際問題、国際法学、ジャーナリズム・マス

コミ、行政学、公衆衛生学、都市・地域計画学、女性学・ジェンダー研究 
対象 行政官を含む一般市民 
年齢 制限なし 
人数 受入人数が異なる。 

奨学金 ビザ取得支援、航空券、授業料および諸費用、生活費および関連費用、米国政府の指針に
従った傷害・疾病保険。※金額については情報なし 

特徴 運営は政府ではなく非営利団体、研究分野に関連する 3 年の実務経験、リーダーシップや
や社会奉仕の経験が重視される。 

国名 ニュージーランド 事業名 Commonwealth Scholarship 
分野 農業開発、再生可能エネルギー 
対象 行政官を含む一般市民 
年齢 40 歳以下を推奨 

奨学金 生活費 NZ$615（58,688 円）/週 
航空賃、学費、住居、教科書、その他教材費のための手当 NZ$3,000/1 回、個人チューター
費用 NZ$1,000 上限/1 回、旅行保険、一時帰国航空賃、社会復帰手当 NZ$1,000/1 回（自国
に帰国する際の準備費用補助として）、研究・論文費用の補助 

特徴 修士は 1 年または 2 年、2 名、（2024 年 5 月現在、受入を中止） 
国名 中国 事業名 Chinese Government Scholarship 
分野 1) 中国語と中国文学、2) 経営、3) 美術（絵画と彫刻）、4) 農業、5) 養蚕、6) 生物学、 

7) 政治学／国際関係学 8) 電子学 9) 電気学 10) 経済学 11) コンピューター・サイエンス 
12) 物理学 13) 化学 14) 土木工学 15) 建築学 16) 薬学 

対象 行政官を含む一般市民 
年齢 35 歳以下 
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人数 40 名（2020-2021 募集時）全世界で年間 1,600 名程度 
奨学金 奨学金 3,000 元（64,599 円）／月、授業料、大学寮または宿泊施設を無償で提供、総合

医療保険 800 元/年 
特徴 学士、修士、博士、研究者向けまで広くカバーされている。修士の場合は中国語習得に 1～

2 年、学業に 2～3 年、合計すると 2～5 年間、奨学金を授与。大学内の学食が非常に安価
で生活費がかからない。 

国名 韓国 事業名 KOICA Scholarship Program 
分野 気候変動、社会経済、ICT 政策、行政・行政改革・農業経済、農業生産、都市・地域開発、

保健政策と財政運営強化、農業付加価値化、E ガバメント、エネルギー科学と政策、ジェ
ンダーと農村開発、財政・税制政策、ジェンダーと開発、地方行政、貿易・産業政策、航
空管理、ICT 融合に基づく技術起業競争力強化、経済開発、国際教育リーダーシップ、漁
業科学、SDGs のための能力強化、市民社会リーダーシップ、ジェンダーリーダーシップ 

対象 政府職員（及び一部の国際 NGO 職員） 
年齢 40 歳以下 
人数 インドが対象国となって二年となるが、これまでにインドからの受入に至っていない。 

奨学金 生活手当（住居費を含まず）KRW999,000（114,727 円）/月 
航空賃、定住手当 KRW600,000／1 回、学費、課外活動、スタディビジット、ワークショッ
プ、韓国語クラスなど、入居手当、修了手当 KRW300,000/1 回、国民健康保険、民間医療
保険 

特徴 今後、インド行政官の受入が期待されている。留学生の住居は大学が無償で提供 
国名 インド 事業名 Domestic Funding Foreign Training（Long Term） 
分野 公共政策、行政・経営、財政、公衆衛生・栄養学、人口及び人口統計学 世界の安全保

障、国際開発、都市計画・開発、都市計画、社会開発、社会保護、社会イノベーショ
ン、社会福祉、経済学及び応用経済学、公教育、リーダーシップ、交通、技術管理、気
候変動と環境、税務管理及び歳入予測 

対象 全インド公務職、中央公務職 A グループ 
年齢 48 歳以下 
人数 毎年 30 名以上 

奨学金 生活費（住居費を含む）USD20,000（3,112,020 円）/年を上限として支給 
人事研修局指定コース以外の大学への留学の場合は授業料上限 USD55,000/年 

特徴 2021 年にコロナ禍を理由として中断され現在は実施されていない。 
出所： 高等教育局 HP、各奨学金事業 HP、人材研修局 2018 年 11 月 9 日付 DFFT Circular2019-2020 

よりコンサルタントが作成 23 
  

 
23 円価は 2024 年 5 月 20 日の以下の交換レートを使用。 

1 英ポンド＝197.636、1 米ドル＝155.601、1 新西蘭ドル＝95.4289、1 韓国ウォン＝0.11484、1 中
国人民元＝21.533 



 

– 22 – 

第2章 JDS事業の内容 

2-1 JDS事業の概要 

人材育成奨学計画（以下、JDS）事業は、我が国政府の「留学生受入10万人計画」の下、1999年

度に設立された無償資金協力による留学生受入事業である。当事業では、「対象国において将来指

導者層となることが期待される優秀な若手行政官等を日本の大学院に留学生として受入れ、帰国

後は、社会・経済開発計画の立案・実施において、留学中に得た専門知識を有する人材として活

躍すること、またひいては日本の良き理解者として両国友好関係の基盤の拡大と強化に貢献する

こと」を目的としている。 

本準備調査は、インドにおけるJDS事業開始のため、インドの国家開発計画や我が国の対インド

国別開発協力方針等に基づき設定されたサブプログラム・コンポーネントにおけるインド政府の

人材育成ニーズ等の調査を行い、今後4期分の留学生受入のための基本設計、2025年に来日する第

1期のJDS留学生受入に係る概算事業費の算出及び基本計画案の策定を行った。 

2-1-1 インドJDS事業の基本設計 

JDS事業では、上位目標として「政策立案に関する関係行政機関の能力が、本事業を通じた人材

育成により向上する。」、プロジェクト目標として「インド政府の中枢において活躍し得る若手行

政官等が本邦大学院において学位（修士）を取得することを支援することにより、当国の開発課

題解決のための人材の育成及び我が国と当国政府との人的ネットワークの構築を図り、もって当

国の開発課題の解決及び人材面からの二国間関係の強化に寄与する。」ことが挙げられている。 

以上の目標を踏まえ、2023年11月より第1回現地調査が実施され、インド政府の公務員育成の現

状を把握すると共に、インド政府より日本政府にJDS事業の実施を要請するための手続きとして

必要となるPreliminary Project Report（PPR）の作成に必要な情報を人材研修局に提供し、同局より

財務省経済局へのPPR提出を支援した。2024年3月には第2回現地調査が実施され、それらの調査結

果をもとに、2024年3月中旬より人材研修局とJICAインド事務所による受入計画概要に係る協議が

開始され、表-13の通り受入計画概要が合意された。 

(1) 重点分野（サブプログラム）と開発課題（コンポーネント） 

調査の結果をもとに、重点分野と開発課題を日本側より提示し、事業枠組みについて表-13

の通りインド政府の合意を得た。加えて各省庁からの聞き取り調査及びアンケート調査を実

施し、同国の開発課題に関係し、取り組むべき学問領域、想定される研究テーマを確認した。 

表-13 インドJDS事業の枠組み（2024～2029年度） 

サブプログラム コンポーネント 想定される研究テーマ 受入上限人数 
行政能力強化 公共政策・ 

経済・産業政策・ 
国際関係 

･ 公共政策 
･ 都市計画 
･ 財政学、経済産業政策 
･ 国際関係論、国際安全保障等 

9 
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(2) 対象機関・対象グループ 

インドの開発課題の解決に寄与する中核人材の育成に資するため、日本側よりIAS、IFSを

主な対象とすること提案し、インド側は日本側の提案を理解した上で、全インド公務職、及

び中央公務職A群を対象とするとの提案があった。応募者要件の詳細については、第一回運

営委員会の場で決定することとなった。 

(3) 受入大学 

現地調査において、以下の大学の教育プログラムがインドの開発問題やニーズに適してい

るとして、インド側から関心を示された。日本側はインド側の関心を踏まえ、各大学と調整

の上、以下の大学が受入大学として合意された。 

表-14 インドJDS事業の受入大学（2025/26～2028/29年度） 

コンポーネント 受入大学 受入上限 
人数 

受入上限 
人数合計 

公共政策 
経済・産業政策 
国際関係 

東京大学公共政策大学院 公共政策学専攻 国際プログラムコース 3 

9 

東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻 2 
早稲田大学大学院アジア太平洋研究科 国際関係学専攻 2 
一橋大学国際・公共政策大学院 外交政策サブプログラム 
（グローバル・ガバナンス・プログラム） 1 

神戸大学大学院国際協力研究科 開発政策特別コース 1 
 
2-1-2 実施体制 

インドJDS事業における運営委員会（Operating Committee）の役割として、募集選考方法の決定、

候補者の面接、留学生最終候補者の承認、帰国留学生の有効活用とフォローアップの仕組みの検

討と承認、事業実施上の突発事項に対する措置の決定とその実施等が挙げられる。運営委員会を

構成する機関については、インド側3機関（人事苦情年金省人材研修局、財務省経済局、外務省）

日本側2機関（在インド日本大使館、JICAインド事務所）とすることで合意された。 

2-1-3 サブプログラム基本計画 

合意した受入枠組みに沿って基本計画案（別添6）を作成した。なお、応募者要件は本体事業開

始後の第1回運営会議で決定することとするが、応募者要件としては下表の要件が想定される。 

表-15 インドJDS事業の応募者要件案 

項目 要件 
国籍 インド国籍 
年齢 来日年度 4 月 1 日時点で、22 歳以上 45 歳以下の者 
学歴 インド政府または外国政府が認める高等教育機関からの学士号を有する者 
職業 全インド公務職と中央公務職 A 群 
語学力 日本の大学院の修士課程に就学に足る英語力 
その他 JDS 事業の目的を理解し、帰国後インドの発展のため、及びインドと日本の二国間関係

強化に貢献する意思を有する者 
インド政府または他ドナーの奨学金を受けて海外の大学で修士号を取得していない者、
または受ける予定のない者 
心身共に健康である者 
現在、軍籍に属しない者 
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2-2 JDS事業の概要事業費 

2024年度インドJDS事業を実施するために必要な事業費総額は（3）の積算条件をもって、総額

約2.2億円と見積もられる。日本側とインド側の負担区分に基づく双方の経費内訳は表-16の通りで

ある。ただし、この額は交換公文（E/N）上の供与限度額を示すものではない。 

(1) 2024年度 インド国人材育成奨学計画（4カ年国債） 

概略総事業費総額：220,443千円 

表-16 JDS事業の概要事業費 
（単位：千円） 

年度 費目 概略事業費 

2024年度 
Term-1 

実施経費 大学直接経費（検定料、入学金、他） 0 

役務経費 

現地事務所運営経費（旅費、ナショナルスタッフ人件
費、事務所関連費、車両費、他） 

36,004 
運営委員会経費 
募集・選考関連経費（旅費、会場費、資料費、他） 

代理機関人件費 直接人件費、管理費 25,201 
2024年度 事業費 計 61,205 

2025年度 
Term-2 

実施経費 
大学直接経費（入学金、授業料、他） 

32,504 留学生受入直接経費（航空運賃、国内旅費、支度料、奨
学金、他） 

役務経費 

現地事務所運営経費（旅費、ナショナルスタッフ人件
費、事務所関連費、車両費、他） 

25,374 来日前・来日後研修経費（会場費、講師謝金、資料費、他） 
留学生モニタリング・突発対応経費 
特別プログラム経費 

代理機関人件費 直接人件費、管理費 20,852 
2025年度 事業費 計 78,730 

2026年度 
Term-3 

実施経費 大学直接経費（授業料、他） 24,569 
留学生受入直接経費（国内旅費、奨学金、他） 

役務経費 

現地事務所運営経費（ナショナルスタッフ人件費） 

10,513 
中間研修、付加価値プログラム経費 
訪日モニタリングミッション経費 
留学生モニタリング・突発対応経費 
特別プログラム経費 

代理機関人件費 直接人件費、管理費 12,958 
2026年度 事業費 計 48,040 

2027年度 
Term-4 

実施経費 大学直接経費（授業料、他） 18,259 
留学生受入直接経費（航空運賃、国内旅費、奨学金、他） 

役務経費 

現地事務所運営経費（旅費、ナショナルスタッフ人件 
費、事務所関連費、車両費、他） 

6,358 帰国関連経費 
留学生モニタリング・突発対応経費 
特別プログラム経費 

代理機関人件費 直接人件費、管理費 7,851 
2027年度 事業費 計 32,468 
事業費 総額 合計 220,443 

注： 上記の概算事業費は、E/N 上の供与限度額を示すものではない。 
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(2) インド側負担経費 

銀行取極めに基づく銀行業務に係る以下の手数料 

･ 支払授権書手数料 （約1万円） 

･ 支払授権書に基づく支払手数料（支払額の約0.1%） 

(3) 積算条件 

･ 積算時点 ： 2024年2月 

･ 為替交換レート ： 1米ドル=147.87円、1インド・ルピー=1.63円 

･ 業務実施期間 ： インドJDS事業第1フェーズ本体事業4期分の流れ（2024年度から2029

年度）に示す通り。 

･ その他 ： 日本政府の無償資金協力の制度に沿って積算を行った。 

2-3 相手国側負担事項の概要 

JDS事業運営ガイドラインに基づく運営委員会の機能･役割は以下の通りである。 

･ 協力準備調査における本事業計画策定協議への参加 

･ 留学生最終候補者の決定 

･ 帰国留学生の有効活用の促進及びフォローアップ 

･ その他本事業の運営管理に関する検討 

JDS事業に係るインド政府の役割は、応募書類の配布促進等を通じた応募勧奨への協力、及び各

省庁へのJDS事業協力への働きかけ、留学生の研究休暇の承認、代理機関を通じた留学生の定期的

なモニタリング、及びJICAへの報告、帰国留学生の適切な配置と活用である。また、エージェン

トから提出される定期報告書を通じて、JDS事業の進捗や懸案事項についての確認、必要に応じた

対応、さらには、留学生の論文作成上で必要なデータの提供等もある。 

本事業の目的には、社会・経済開発計画の立案・実施に関わり、インドの21世紀を担う指導者

となることが期待される優秀な若手行政官の育成、及び、我が国とインド政府との人的ネットワ

ークの構築も含まれている。インド政府には、本事業で育成された行政官を含む帰国留学生が留

学で得た知識を有効に活用できるよう留学成果の共有の機会の提供、留学生を通じた人的ネット

ワークの活用促進等が期待され、本準備調査では、インド政府が帰国留学生のモニタリングと評

価を積極的に行っていくことが合意された。 

2-4 JDS事業のスケジュール 

本調査終了後に実施されるJDS事業本体事業の4期分（2024年から2027年：最終バッチ終了時期

は2030年）の流れは、以表の通りである。 
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表-17 インドJDS事業本体事業4期分の流れ（2024年から2027年） 

 
★： 閣議・交換公文（E/N）（その後、贈与契約（G/A）を経てエージェント契約） 
◎： 募集選考、●：留学生の来日、○：留学生の帰国 
 

本体事業については、今後4年間に渡り毎年、インド政府と日本政府の間でE/N、及びG/Aが締結

される。JICAは協力準備調査を委託したコンサルタントを実施代理機関（以下、代理機関）とし

てインド政府に対し推薦する。コンサルタントはインド政府との間でJDS事業の代理機関として

の契約を締結し、インド政府に代わり事業の実施を担うこととなる。なお、代理機関側による主

なJDS事業の実施事項は、1.留学生候補者の募集・選考手続き支援業務、2.留学生候補者への留学

情報の提供、3.留学生の来日・入学時に必要な手続き支援業務、4.学費、奨学金等の資金管理、5.

来日準備支援・来日時オリエンテーションの実施、6.留学生の滞日中モニタリング（学業面、生活

面）、7.帰国プログラムの実施（帰国支援等）、8.受入大学教員によるJDS帰国留学生に対するフォ

ローアップセミナーの開催、9.その他本事業を実施するために必要な業務である。 

本体事業の活動の留意点を、以下に示す。 

2-5 募集・選考・出願 

2-5-1 募集 

応募検討者が情報を効率よく得られるよう、応募に必要情報を掲載したウェブサイトを作成す

ると共に、紙媒体での募集要項、広報のためのポスター及びリーフレットを作成する。公務員向

けの研修情報が掲載されている人材研修局のウェブサイトに掲載を依頼すると共に、各州政府及

びIAS以外の職群の人事管理をしている省庁の研修情報ウェブサイトにも掲載を依頼する。加えて

募集パンフレット、ポスター及びリーフレットを配布する。潜在応募者が受入大学の情報をより

正確に得られるよう、受入大学教員によるオンラインによるセミナーの開催も検討する。なお、

募集説明会の開催場所、方法及び回数は後に開催する運営委員会で別途決定する。日本及び日本

留学の魅力を伝えることが、実際の応募に繋がると思われるため、インド文部省留学生協会、JICA

帰国研修員同窓会、現地で業務に従事しているJICA事務所関係者のネットワークを活用すること

も積極的に検討する。 

2-5-2 選考 

応募書類が不足なく提出されているか代理機関により確認した後に、受入大学による書類選考

及び専門面接、運営員会による総合面接を実施し、留学生を選考する。総合面接では、インドの

2023受入計画策定（4バッチ分）、

概略設計

2024年度案件（第1期）

第1バッチ留学生の募集選考から来日、

入学から帰国まで

OD ★ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ○

2025年度案件（第2期）

第2バッチ留学生の募集選考から来日、

入学から帰国まで

OD ★ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ○

2026年度案件（第3期）

第3バッチ留学生の募集選考から来日、

入学から帰国まで

OD ★ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ○

2027年度案件（第4期）

第4バッチ留学生の募集選考から来日、

入学から帰国まで

OD ★ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ○

2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

上期 下期 上期 下期 上期 下期

2029年度

下期

2023年度 受入計画策定

2024年度 案件（2025年度日）から

2027年度 案件（2028年度来日）まで

2027年度 2028年度 2030年度

下期 上期 下期 上期 下期 上期上期 下期 上期

協力準備調査
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公務員制度を反映しつつ、本事業の趣旨に合致する留学生が選定できるよう評価基準を運営委員

会で検討し決定する。 

2-6 来日前オリエンテーション、来日後オリエンテーション、付加価値提供活動等 

2-6-1 来日前後のオリエンテーション実施 

来日前オリエンテーションでは日本での生活に馴染めるよう、日本の文化、生活、習慣につい

て講義を行う。特に来日前後に実施する日本語の授業は、日本での生活に不可欠であるとともに、

留学中に留学生が二国間関係の強化に資する人材となるように、日本におけるネットワーク構築

や知日派育成の観点からも、充実した研修を実施する。日本語研修は、日本語能力試験N5レベル

を目指して来日前後で合計135時間程度実施し、現地と日本における日本語指導者が連携しシーム

レスかつ効果的に研修が実施できるように調整を行う。 

来日後のオリエンテーションでは、日本で多々発生する自然災害の防災対策として、防災専門

家による講義を実施するとともに、消防署の防災教育センターにて、地震の揺れの体験や、火災

の煙からの避難要領等、防災に関する知識や技術を学習し、留学生自身で身を守れるように支援

を行う。 

これまで来日した他国JDS留学生の中にはJDS事業の規則、ひいては社会的な規範を守らない者

や近隣住民とトラブルを起こす者も散見された。規則違反やトラブルを未然に防ぐため、来日前

オリエンテーションや来日後オリエンテーションでは、特にコンプライアンスについて重点的に

説明し、コンプライアンスに違反しないことを約束する誓約書を予め取り付ける。 

2-6-2 JDS事業の付加価値化 

他国JDS帰国留学生を対象とした調査によると、来日中に実施される有効と思われるプログラ

ムとして、行政組織への視察、日本の行政官とのネットワーキング、日本の開発事例を知るため

のプログラムの順に回答があった。その他の回答として、リーダーシップ研修、地域住民との交

流、被災地域の訪問等も挙げられた。JDS留学生が日本の良き理解者として両国友好関係の基盤の

拡大と強化に貢献するというJDS事業の目的を達成するため、また、日本のその他の奨学金事業、

他国の類似事業との差別化を図るため、JDS事業の高付加価値化が重要である。更なるJDS事業の

付加価値化を図るため、日本を発祥とする独自の概念（一村一品やカイゼン等）、日本のビジネス

慣行、マネジメント手法等の学習の機会や、日本で人脈を作るためのネットワーキング・イベン

ト等を検討する。 

2-7 モニタリング・厚生補導 

2-7-1 実施体制 

各大学所在地域の在住者の中から地域支援員を雇用し、留学生の現地での学業や生活がスムー

ズに行われるよう、きめ細やかなサポートを行う体制を構築する。地域支援員は、JDS事業の運営

管理に効果的であることが確認されている。JICAボランティアのOV組織、大学所在地域の外国人

支援NPO、大学の留学生支援サークル等との協力のもと、信頼できる地域支援員の確保に努める。 
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2-7-2 モニタリング 

四半期毎に実施するモニタリングでは、留学生本人のみならず指導教官とも面談を行う。その

際に、学業面のみならず、精神面・生活面も確認し、必要であれば前述の地域支援員に支援を依

頼する。留学生の成績表も取り付け、判断材料とする。加えて、知日派育成プログラム、付加価

値研修、交流会、地域活動、ボランティア活動等の課外活動への参加状況も確認し、二国間関係

強化に資する人材の育成の支援となる情報を提供する。 

モニタリングでは、学業のみならず健康面のモニタリングも重要であり、特にメンタル不調に

対しては、タイムリーに対応することに留意する。前述のコンプライアンスの順守についても、

モニタリング時に留学生に注意喚起する。 

2-7-3 厚生補導 

留学生の来日から帰国までの生活を、住居探し、入居支援、日本での生活に必要な届け出、病

気や事故・災害発生時の支援、住居からの退去や帰国を支援する。JDS留学生が地域コミュニティ

の一員として問題なく過ごせるよう、前述の地域支援員を通して、寄り添った支援を行う。 

2-8 フォローアップの計画 

先行してJDSを実施する他国の帰国留学生を対象とした調査では、JDS事業の上位目標を達成す

るために効果的と思われるフォローアップ施策として「留学での研究内容に関する政府関係者へ

の発表機会の創設」、「留学で得た知識をより活かせる配属先への配属支援」、「JDS帰国留学生同窓

会の設立」、「同窓会を通した継続的な研究結果発信」、「帰国留学生での定期的・継続的な対話」、

「帰国留学生を対象とした定期的な研修の実施」、「帰国留学生の戦略的な配置による、配属先の

組織改革」、「政府による帰国留学生の有効活用計画の策定と、データベースの構築による帰国留

学生の活用」などの意見があった。 

留学での研究内容に関する政府関係者への発表機会の創設としては、効果的な帰国報告会の運

営に留意する必要がある。報告会へは運営委員会に加え、留学生の研究成果がインド政府の政策

策定に貢献できるよう、それぞれの研究課題に深く関係する政府職員を招待することを検討する。

また、帰国留学生の知識や経験のより広範囲で共有できるよう、帰国生の修士論文や研究内容を

政府機関が発行しているジャーナルに寄稿する仕組みも有効と思われる。 
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第3章 JDS事業の妥当性と効果の検証 

3-1 JDS事業と開発課題及び国別援助方針との整合性 

3-1-1 インドの開発計画との整合性 

2000年代以降、インドは絶対的貧困の削減において目覚ましい進歩を遂げてきた。堅調な経済

成長により、2012年から2015年の間に9,000万人以上が極度の貧困を脱し、生活水準を向上させた。

このような成功にもかかわらず、2015年時点において、1億7,600万人のインド人が極度の貧困状態

にあり、人口の半数に当たる6億5,900万人が、中所得国以下の国で一般的に用いられる貧困ライン

（2011年購買力平価で1日1人当たり3.20米ドル）を下回っていた。新型コロナウィルス感染症によ

るパンデミックは前例のない世界的危機を引き起こしたが、インドも他国と同様に多くの課題に

直面し、国、州、地方政府は、コロナ禍による危機とそれに続く影響を緩和するために、公的機

関、組織システム、政府関係者の能力を強化することが求められた。その後、コロナ禍による経

済への影響が緩和され中産階級がコロナ禍前の経済水準に戻るにつれ、より良い公共サービスへ

の需要は高まっており、政府が安定した成長とインクルージョンの目標を達成するためには、有

能でやる気のある近代的な公務員が不可欠となっている。一方で、インドの公務員は規模が大き

く複雑であるため、①多様な統治構造に起因する調整と調和の困難、②公務員に必要とされる中

核的な機能的・技術的・行動的コンピテンシーについての理解不足、③首尾一貫した能力開発ア

プローチの欠如、④公務員が専門分野を超えて協働できる体制の欠如、⑤評価職務要件に対応し

ていない研修の実施や、評価と研修の関連性の欠如に起因するコンピテンシーと役割及びタスク

とのマッチングの欠如、⑤研修機会への不平等なアクセス、⑥公務員の研修やコンピテンシーに

関する情報管理の欠如の6点が重要な課題として把握されている。24 

インド政府は2014年以降、これまでの公務員人材育成政策が、国家課題の優先度の理解に欠け、

散発的で公務員の生涯学習に繋がっていないとの反省から、政府内の労働文化の変革、政府機関

とプロセスの強化、透明性を高め、公的サービスの向上を促進するための先進技術の利用を通し

て公的サービスの向上に取り組んできた。2020年からは首相主導による世界最大の公務員人材育

成国家プログラム「Mission Karmayogi」を開始し、①政策の枠組み、②制度的枠組み、③コンピテ

ンシー・フレームワーク、④デジタル・ラーニング・フレームワーク（iGOT-Karmayogi）、⑤電子

人的資源管理（eHRMS）、⑥モニタリングと評価を6つの柱として、公務員に継続的な学習の機会

を提供し、スキルの向上と国民中心のアプローチを促進すべく公務員育成に取り組んでいる。25 

JDS事業は公務員育成を支援する事業であり、インドにおいては経済、産業、国際関係を含む幅

広い「公共政策」を重点分野としている。想定される研究領域についても、人材研修局により

Mission Karmayogiで把握されている公務員に必要とされる能力分野と高い整合性があることが確

認されており、JDS事業はインド政府が推進するMission Karmaryogiと高い整合性があると言える。 

インド政府は、前述の通りNITI Aayogを設立し、インドが先進国になるための全体的な改革に

着手しているが、①包括的開発、②インフラ投資と雇用創出、③地方サービスの提供、④グッド

 
24 世界銀行（2020）Public Service Capability Enhancement Project (P174067) Project Information Document 

Report No: PIDC29524 
25 人材研修局（2022）Mission Karmayogi in Brief 
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ガバナンス、⑤グリーン成長、⑥技能開発、⑦金融セクターを重点分野として挙げている26。イン

ドの国家開発の優先分野に基づいた公務員の人材育成ニーズとしては、①インフラの連結性とEモ

ビリティ, ②エレクトロニクス産業、③財政・政策分析④グリーン水素トランジションと気候変動

の4分野が挙げられる27。これら分野とJDS事業の受入大学が提供する学習機会は以下の通りまと

められ、JDS事業はインド政府の開発の優先度に合致していると言える。 

表-18 インド政府の人材育成ニーズとJDS事業の受入大学が提供する学習機会 

 
インフラの 
連結性と 

E モビリティ 

エレクトロ 
ニクス産業 

財政・ 
政策分析 

グリーン水素 
トランジション 
と気候変動 

東京大学公共政策大学院 
公共政策学専攻 ○ ○ ○ ○ 

東京大学大学院 
工学系研究科都市工学専攻 ○    

早稲田大学大学院 
アジア太平洋研究科 
国際関係学専攻 

○  ○ ○ 

一橋大学 
国際・公共政策大学院 
外交政策サブプログラム 

  ○  

神戸大学大学院 
国際協力研究科  ○ ○  

出所： 受入大学のウェブサイト及び提供資料を元にコンサルタントが作成 
 

3-1-2 我が国のインドに対する開発協力方針との整合性 

我が国の対インド開発協力方針（外務省、2023年）では大目標として包摂的かつ持続可能な成

長」の実現に向けた強固な基盤作りへの協力、重点分野（中目標）として(1)共創による産業の発

展強化、(2)多層的な連結性の強化、(3)クリーンな社会経済開発が挙げられている。また、JDS事

業は対インド事業展開計画では、重点分野、(1)共創による産業の発展強化、開発課題1-3）人的資

源開発・人的交流促進の「高度・産業人材育成プログラム」における実施プロジェクトとして位

置づけられる。 

  

 
26 Government of India, Ministry of Finance. 2022. Budget Document, 2022–2023. New Delhi 
27 Niti Aayog Governance& Research Vertical による JDS 事業への提言書 
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表-19 対インド事業展開計画 

援助の重点分野 
（中目標） 

開発課題 
（小目標） 協力プログラム 

(1) 共創による産業の
発展強化 

1-1. エネルギーの安定供給 エネルギー供給・効率化プログラム 
1-2. 都市交通 都市交通プログラム 
1-3. 人的資源開発・人的交流促進 高度・産業人材育成プログラム 

(2) 多層的な連結性の
強化 

2-1. 地域総合開発 地域回廊開発プログラム 
（DMIC・CBIC） 

2-2. 地域ネットワークの整備 交通ネットワーク整備プログラム 
地域連結性ネットワークプログラム 

(3) クリーンな社会経
済開発 

3-1. 基礎的社会サービスの向上 基礎的社会サービス向上プログラム 
3-2. 農村における経済開発と 

生計向上 
農業・農村開発プログラム 
森林資源管理プログラム 

3-3. 環境問題・気候変動への対応 上下水道・衛生改善・公害防止対策 
プログラム 
防災プログラム 

その他   
出典： 外務省 対インド国別開発協力方針（2023 年 11 月）別紙 事業展開計画よりコンサルタントが作成 
 

 

図-4 対インド国別開発協力方針の重点分野とJDS事業のコンポーネントの関連性 
 
3-1-3 我が国の無償資金協力による実施の妥当性 

無償資金協力は、被援助国に返済義務を課さずに資金を供与する援助であり、我が国は開発途

上国の中でも比較的所得水準の低い諸国を中心として供与を実施している。援助実施対象国の決

定には、国際開発協会（IDA）の無利子融資適格国基準28を一応の目安としており、対象分野とし

ては、基本的には収益性が低く、相手国政府の自己資金や借入資金などでの実施が困難な事業（医

療・保健、衛生、水供給、初等・中等教育、農村・農業開発等の基礎生活分野（Basic Human Needs、

BHN）、環境、及び人造り分野）が中心である。29無償資金協力は、日本をはじめとするドナーの

実施する技術協力や有利子融資事業とも広く連携をはかりながら、被援助国の国造りに貢献して

いる。以上が無償資金協力の基本的な考えであるが、最終的な供与は、その国の経済社会開発状

況と開発需要、日本との二国間関係、要請案件の内容等を総合的に考え合わせ、必要な調査を実

施の上で決定される。 

 
28 1 人当たり GNI 1,205 ドル（https://ida.worldbank.org/en/about/borrowing-countries） 
29 援助形態別の概要・取組、無償資金協力とは外務省、（平成 27 年 4 月 17 日） 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/keitai/musho/about.html（2024 年 1 月 15 日参照） 

＜対インド国別開発協力方針＞ 

＜JDS 事業のコンポ―ネント＞ 

公共政策、経済・産業政策、国際関係 
 

重点分野 2： 
多層的な連結性の強化 

重点分野 3：  
クリーンな社会経済開発 

重点分野 1： 
共創による産業の発展強化 
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無償資金協力によるインドでのJDS事業の実施は、IDAの無利子融資的確国基準には合致しない

ものの、インドの開発課題に対応する行政官の育成支援、二国間関係強化に寄与するものと考え

られるため、無償資金協力による支援に妥当性がある。 

3-1-4 我が国の外交政策との整合性 

我が国の外交政策との整合性では、インドにおけるJDS事業は、「自由で開かれたインド太平洋」

の4つの柱のうち「多層的な連結性」で提唱されている取り組みの一つである『「人」の連結性を

更に発展させた「知」の連結性の強化」と合致している。我が国の外交政策との整合性が高いと

言える。 

3-2 JDS事業で期待される効果 

JDS事業は人材育成事業であることから、その効果は長期的に発現されると考えられるため、

「政策立案に関する関係行政機関の能力が、本事業を通じた人材育成により向上する」ことを上

位目標として設定し、「JDS事業を実施する国の政府の中枢において活躍し得る若手行政官等が本

邦大学院において学位（修士・博士）を取得すること」を支援することにより、「当国の開発課題

解決のための人材の育成」、及び「我が国と当国政府との人的ネットワークの構築」を図り、「当

国の開発課題の解決及び人材面からの二国間関係の強化に寄与する。」ことをプロジェクトの目標

としている。 

また、JDS事業のプロジェクト効果は、以下のように期待されている。 

･ 若手行政官等が我が国において学位（修士）を取得し、各対象分野の課題解決に資する

専門知識等を習得する。 

･ 若手行政官等が帰国後、課題解決のための計画策定・政策立案に貢献し、所属組織等に

おいてリーダーシップを発揮することで、当該組織が機能強化される。 

･ 留学生受入による、二国間の相互理解及び友好親善関係の構築、受入大学等の国際競争

力の強化、国際的な知的ネットワークが強化される。 

･ 本邦大学院における専門知識等の習得に加えて、帰国後のキャリア形成に向けた研修等

を通じて、自国の課題解決にリーダーシップを発揮できる女性行政官が育成される。 

上記の効果を発現させるためには、JDS実施国の人材育成ニーズに合致した受入枠組みの設定、

戦略的な人選、実施国の開発課題解決に資する人材育成のための教育プログラムの提供、研究の

指導、留学中の大学、及び代理機関が実施する付加価値化研修、帰国後のフォローアップ等、実

施国政府、運営委員会、大学による一連の取り組みが重要であり、それらをもって初めて期待さ

れる効果の発現が促進される。 

JDS事業については、2020年にJICAが実施した基礎研究「人材育成奨学計画（JDS）事業の効果

検証」で、国を超える奨学プログラムの増加と多様化、若手行政官の高学歴化等により優秀な行

政官の獲得競争が激化しており、対象国によっては応募者倍率の低下があること、また、本来、

本事業では国家政策立案を担う中枢官庁の若手行政官を対象としているものの、対象国の意向、

状況により、現業部門や外局の公務員、技官、地方行政官、公立大学教員等が一部含まれること

により、その範囲が広がっていること、更に帰国留学生と日本とのオフィシャルな関係維持のた
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めの事業予算を含めた仕組みが未整備であること等が課題として挙げられて、これまでに対象の

明確化、帰国留学生との関係維持のための施策の予算化等の対策が取られてきた。JDS事業が今後

も価値の高い奨学金プログラムとして認知され続けるためには、より特長を際立たせた差別化を

図る必要があり、戦略強化のためのデザイン改善（アプローチ：対象の明確化、選定の戦略化、

高付加価値・ブランド化）、博士課程プログラムへの配慮、事業成果の確認とモニタリング（アプ

ローチ：定性的な評価の導入）等の提言と成果達成のための施策も同報告書に挙げられている。 

表-20 JDS事業の目標達成に向けた提言及びアプローチと具体的な施策案 

提言 アプローチ 成果達成のための具体的な施策（案） 
戦略強化のため
のデザイン改善
（JDS 事業が今
後も価値の高い
奨学金プログラ
ムとして認知さ
れ続けるために
は、より特徴を
際立たせた差別
化を図る必要が
ある。） 

対象の明確化 日本政府・JICA の他の奨学金プログラムとの整理  
選定の戦略化 日本側が戦略的に対象機関・部門を特化し、候補者を選択する枠

（特別選別枠）の設置 
高付加価値 
ブランド化 

基本枠組み 1 年修了プログラムの導入 
年齢制限緩和による中間層への対象拡大 

来日前プログラム 手厚い日本語研修 
留学中プログラム 本邦行政官との交流会、及びネットワーキング 

インターンシップ 
帰国後活動 フォローアッププログラムの充実（帰国留

学生リストの日本側関係者間との共有・周
知、同窓会ネットワーク強化支援等） 

広報・プロモーショ
ン手法の改善・強化 

広報媒体のデザイン向上 
オンライン応募の導入 

博士課程プログラムへの配慮 3 年以内に成業見込みの高い応募者の選考 
事業成果とモニタリング 
（定性的な評価の導入） 

事業成果の種類の細分化と達成度の指標 
定期的、長期な成果のモニタリング 

入口・出口の戦略の考え方 プログラム移行時 開発課題解決に貢献する専門知識を備え
た中核行政官の育成から、二国間関係のよ
り絞った開発課題を担うハイレベルの政
策担当者の育成。政策官庁、政策担当部門、
社会科学系、中央政府機関が対象。 

出所： JICA、「人材育成奨学計画（JDS）事業の効果検証」基礎研究報告書、2020 年をもとにコンサル
タント作成 

 

加えて同報告書では、JDS事業の新規開始国における目標設定の枠組みを提起している。JDS事

業では「重要省庁のトップ層が横断的にJDS 帰国留学生となるようなマス形成ができること」が

望ましいとしながらも、国の状況がそれに適さない場合は、「特定機関・部門をターゲットにした

集中戦略」、または、「昇進可能性の高い優秀候補者を継続的に受入ることによる長期間でのマス

形成」をJDS事業が目指すべき2つの方向性とし、目標設定の評価項目を提示している。各項目の

インドの状況を下表にまとめる。 
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表-21 基礎調査で提案されている新規対象国の基準を元にしたインドの評価 

新規対象国の状況 
政治・経済の大きな変革期にある ① 重要省庁のトップ層が横断的に JDS 帰国留学生と

なるようなマス形成 × 

上記以外 ② 特定機関・部門をターゲットにした集中戦略 
◎ 

③ 昇進可能性の高い優秀候補者の受入れ 
JDS のターゲットの明確化可能性 
国費留学（大学・民間人材）と技術協力・研修事業（セクター人材）との役割分担 ◎ 
無償資金協力によるハード面のニーズが一巡し、人材育成ニーズが高まっているか ◎ 
留学生に入念な対応を行うことができる体制か（JICA 事務所の存在等） ◎ 
公務員制度 
特定キャリアトラックがあるか ◎ 
省庁間・地域間等の異動可能性が少ないか △ 
昇進しやすいか（修士号の必要性、ポスト公募制の採用、職員規模が小さい等） △ 
民間への流出が少ないか（公務員の魅力が大きい） ◎ 
若手人材が継続的に供給されているか ◎ 
他の奨学金による留学機会が少ないか ◎ 
出所： JICA、「人材育成奨学計画（JDS）事業の効果検証」基礎研究報告書（2020 年）、本調査結果を

もとにコンサルタント作成 
 

インドは巨大な公務員体制を有する、政治・経済が安定した国であることから、長期的であっ

てもJDS帰国留学生のマス形成を目指すことは困難である。省庁間や中央と州の間を異動がある

ため、特定機関・部門は限定しないものの、職群で、更には（中央公務職については）職群内のグ

ループで、明確なキャリアトラックが存在するため、対象職群を縛ることにより、ターゲットの

明確化を図った。インドでは「昇進可能性の高い職群の優秀候補者を継続的に受入れ、特定職群

をターゲットにした集中戦略」を目指すことが望ましい。 

3-3 他の奨学金との比較優位性 

昨年度実施されたネパールJDS事業協力準備調査における調査において、他国ドナーの奨学金

との比較優位性を検証し取り纏めた結果、JDS事業が優位性を示したのは、①4年間を1フェーズと

した継続性のある受入システム（受入人数、対象国のニーズを反映した分野の設定）、②行政官の

みを対象とした効果的な支援、③受入国の開発課題に直結する高度な知識を有する行政官育成－

博士課程への受入、④充実した語学研修、⑤代理機関による手厚い支援の5点であった。JDS事業

が優れた奨学プログラムとしてあり続けるためには、より優れた留学生を確保することは不可欠

である。比較優位点については、より一層、潜在応募者や行政官を送り出す配属先関係者にアピ

ールしていくことが望ましい。一方、JDS事業が他国ドナー事業と比較し、優位性を示せていない、

あるいは優位性が低いと思われる項目としては①社会的包摂の一層の促進、②留学期間の柔軟化、

③世界的に知名度の高い大学へのアプローチ等が挙げられていた。 

前述の通り、本調査では日本と他国によるインドの公務員が利用できる修士号取得のための奨

学金事業について調査したが、日本政府が二国間あるいは国際機関を通じた奨学金事業により、

まとまった数の留学生を複数年に渡り受け入れているのを例外として、他ドナーによる同様の取

り組みは確認できなかった。JDS事業がインド政府の人材育成ニーズに合致した分野に、4年間1フ

ェーズとして継続的に毎年9名の留学生を、公務員に限定して受け入れることは、間違いなく他の
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奨学金と比較し、優位と言える。30 

他国で優位性が示せていない項目として、社会的包摂については、インドJDS事業の実施にあた

り、プロジェクトの目的に沿い平等で公平な人材育成の実現について日印双方が確認している。ま

た受入大学選定における世界的に知名度の高い大学へのアプローチについては、これまでのJDS事

業で実施されてきた、一般公募に応募した大学から受入大学を選定する方法ではなく、インドの人

材育成ニーズに合った大学の中、特にインド側により興味が示された大学に対して受入の打診を行

い、受入大学が決定された。その結果、世界的に知名度の高い大学が受入大学となっている。 

ネパールJDS事業の上記準備調査では、調査コンサルタントの独自見解として留学生の生活の

質の向上に向けた奨学金の見直しも提案されているが、本調査においても奨学金額の低さが応募

を躊躇させるのではないかとの意見が省庁関係者や他事業による日本留学帰国生等から複数聞か

れた。本事業の比較優位性を高めるためには、奨学金の見直しを検討することも必要ではないか

と考える。 

3-4 プロジェクト評価指標、及び関連データ 

3-4-1 プロジェクトの評価指標 

2020年にJICAが実施した「人材育成奨学計画（JDS）事業の効果検証」基礎研究報告書では、JDS

事業の評価指標と5年ごとの評価の実施を提言している。JDS事業の効果の発現に係り定量的、定

性的な指標、効果発現の時期等を含めた成果指標を期待される効果毎に検討し、以下の通り取り

纏めた。事業の特性上、定量的に表せない成果については、具体的な好事例・教訓を含めた事例

の抽出を行う事が重要である。 

表-22 インドJDS事業評価指標案 

評価 
時期 

学位の取得を除いて帰国報告会開催時、及び準備調査実施時期に合わせて 5 年に一度 

指標 学位（修士・博士）の取得（卒業時） 
JDS 留学生中の学位取得者数 

受入大学等の国際競争力の強化（フェーズ終了時） 
英語論文数の増加／国際学会への寄稿の増加 

課題解決に資する専門知識の習得 
＜留学生の能力向上＞ 
自国の開発課題への意識／交渉力･分析
能力･指導力／ディスカッション能力･問
題解決能力／自信／自分の見解を明確に
伝える能力 

＜研究成果＞ 
自国の課題の分析／自身の研究の自国で
の貢献 

＜貢献方法＞ 
修得した知識と技術の活用と共有例／政
策・制度の確立や改善／職場での技術等
の確立や改善／組織の管理運営の確立や
改善／提案したプロジェクトの組織内で
の実施／国や地方政府の政策や制度の改
善／日本人の仕事に対する態度の職場等
での紹介 

日ネ間の相互理解と友好親善関係の構築 
＜ネットワーク＞ 
来日中及び帰国後のネットワークの種類例
（業務／研究／私的等） 

＜日本に対して＞ 
信頼の拡大／社会・文化の理解深化／共働へ
の興味の増加等 

＜同窓会活動＞ 
会員間で知識や技術の共有／日本に関する情
報の共有／日本文化紹介／定期会合への参加
／日本で学んだ技術を使った活動等 

＜JICA との関係＞ 
JICA 研修への参加／JICA プロジェクト従事
／専門家等の CP／業務関連の JICA への問い
合わせ 

<その他＞ 
関連イベントへの参加･関連組織、個人と連絡 

 
30 ネパール国人材育成奨学計画（JDS）準備調査報告書 2023 年 5 月、独立行政法人国際協力機構、

株式会社日本開発サービス 
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＜帰国生の計画策定・政策立案への貢献＞ 
帰国後の所属先でのリーダーシップを発
揮する機会の有無／日本で得た知見と経
験による、配属先の機能強化への貢献の
有無／帰国後のフォローアップの有無･
研究分野に関連する政策計画／組織開発
の職務に選任されているかの有無 

＜国際的な知的ネットワークの強化＞ 
国際的な研究者のネットワークの拡大・強化
／帰国留学生の国際学会会員加入者数／帰国
後の研究／知識のジャーナルやプレゼンテー
ションの発信 

＜帰国生のリーダーシップによる配属先
等の機能強化＞ 
帰国生のリーダーシップ発揮の機会／留
学の知見・経験による配属先の機能強化
／研究分野に関する政策計画・組織開発
の職務への選任 

＜課題解決にリーダーシップを発揮できる女
性行政官の育成＞ 
帰国後の昇進状況／所属先でのリーダーシッ
プ発揮例 

 

3-4-2 インドJDS事業の評価指標に係るデータ 

インドJDS事業に係る評価指標関連データシート案は以下の通りである。 

表-23 インドJDSデータシート案 

年間受入上限人数  9 名 
来日実績 合計 ○名 

性別 男性○名、女性○名（女性の割合○%） 
帰国留学生 合計 ○名 

学位取得者 ○名 
学位取得率 ○% 
職種 XX 職 ： ○名 

XX 職 ： ○名 
XX 職 ： ○名 
XX 職 ： ○名 
XX 職 ： ○名 

管理職率 
（課長以上） 

応募時○名（○%） 
帰国後○名（○%） 

 

3-5 課題・提案 

本調査を通じて得られたインドJDSの課題・提言は、以下の通りである。 

(1) E/N及びG/A締結とエージェント契約の手続き 

通常、JDS事業では一期毎にE/N及びG/Aを締結し、その後、代理機関は先方政府実施機関

との間にエージェント契約を締結し、その後に募集選考に係る業務を実施することが可能と

なる。E/N、G/A等の国際的な文書への署名に他国より時間を要することが多く、エージェン

ト契約についても締結に時間を要することが予想される。JDS事業はG/A締結の翌年3月末ま

でに留学候補者の選考を終えて大学へ出願する必要があるため、G/Aの締結は遅くとも7月に

終える必要がある。募集選考開始の遅れは、募集期間の短縮につながり、質の高い候補者の

確保に支障をきたす例はJDSを実施する他国でみられている。 

初年度の締結については、1期分の締結となることはやむを得ないが、2期目以降について

は残る3期分をまとめて締結できることが、各期の募集活動をタイムリーに開始し、翌年の大

学への出願につなげる観点からも望ましく、関係各所による調整が望まれる。 
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(2) 本体事業実施体制の確立 

本準備調査はJDS事業の要請に係るインド政府内の手続きに時間を要したことから、第2次

現地調査までインド政府との正式な協議を開始することができなかった。そのような状況の

下、今般の準備調査の結果をもとに①JDSの事業目的、②運営委員会体制、③受入計画等の基

本事項は、インド側とJICAにより合意できたことは大きな成果と言えよう。非公式ではあっ

たが、調査期間中には、運営委員会において共同議長となる人材研修局や、インド側運営委

員となる財務省経済局、外務省への事業に関する説明を実施し、JDS事業に関する一定の理

解を得ることができた。本体事業開始に向けて、運営委員会を構成する機関にそれぞれの役

割を再度説明し、理解を求めることが必須である。実施機関となる人材研修局とJDS事業の

具体的な手順や手続きについて、本準備調査中に確認できるよう計画していたが、JDS事業

要請に係るインド政府内の承認の遅れもあり、確認には至っていない。JDS事業に係る具体

的な手順や手続きの実施機関との確認は不可欠であり、速やかな本体事業開始のために重要

となるだろう。 

(3) インドの公務員制度や文化的背景に即した募集活動の展開 

東京大学がデリーに設置するインド事務所は、過去10年以上、文部科学省の委託をうけて

インドを含む南西アジアからの日本留学促進に従事しており、高校生や大学生が主な対象で

あるものの、公務員を含めたインドでの留学生募集の経験が豊富である。同事務所によると、

インド人は親日であるものの、進学先の第一選択は欧米という傾向が根強く、日本留学の優

位性を示すのが困難な状況にあるという。また、潜在応募者は学校においては指導教員、政

府組織においては上司などからの勧めによって応募を決める傾向が強く、潜在応募者本人か

らの発案の場合、指導教員や上司からの了解を取り付けにくい文化的背景も推測されるとい

う。そのような状況の下、応募勧奨におけるグッドプラクティスとして挙げられるのは、潜

在応募者の組織の重要な役職者に留学の価値を理解してもらい、優秀な人材を推薦してもら

う方法とのことであった。JDSの本体事業では潜在応募者に効率的効果的にリーチできるよ

う、人材研修局を含む、JDS事業が対象とする対象職群の幹部管理機関の人材育成担当官を

代理機関が訪問し、応募勧奨を実施することも重要となるが、戦略的な応募勧奨のためには、

特に重要な職群については、幹部管理機関で影響のある上級職員に対して、在インド大使館

やJICAインド事務所から働きかけることが効果的と思われる。例えば、二国間関係強化の観

点からは、インド外務省東アジア局において、今後、日本担当となる人材は最も重要なター

ゲットであると言えるが、的確にターゲット人材に応募勧奨できるよう、同局のキーパーソ

ンを通じて、適した人物の推薦を受けることを検討するのが良いだろう。 

募集情報の伝達については、全インド公務職の人材がインド全域に配置されている地理的

特徴を踏まえ、効果的にオンラインでの募集活動を展開するとともに、中央公務職A群の全

インド公務職の一部は首都圏に集中しており、インドでの新事業であることも踏まえ、首都

での対面での募集説明会も望ましい。 
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(4) JDS事業や日本留学の比較優位性を活かした募集 

JDS事業の優位性としては、4年間を1フェーズとした継続性のある受入システム（受入人

数、対象国のニーズを反映した分野の設定）、行政官のみを対象とした効果的な支援、充実し

た語学研修、当該国に即したカリキュラムを提供する目的で考案された「特別プログラム」、

留学生自身の専門分野の研究に加え、日本の開発経験が学べる「JICA開発大学院連携」や日

本の行政官との「ネットワーキング機会」の提供、代理機関による手厚い支援、等がある。

また、現地調査での聞き取りでは、インド政府で政策策定に携わる公務員は、ジェネラリス

トとしての能力が求められるとの複数の意見があり、インドJDS事業の受入大学では幅広い

分野で学べるコースが多く、ジェネラリスト育成に貢献できる点で優位性は高い。JDS事業

では、家族の随伴が許されている点は、応募者、特に女性応募者にとっては魅力となるだろ

うとの意見もあった。これらのJDS事業の優位点について、潜在応募者や彼らを送り出す配

属先関係者にアピールしていくことが望ましい。 

また、留学先に関して欧米志向が強いインドでは、募集活動で日本留学の魅力（世界をリ

ードする技術、魅力的な文化や安全な環境、等）を伝えることが重要であるとの意見もあっ

た。日本留学の魅力を伝えるためには、MOSAIや東京大学インド事務所など、既存の日本機

関が推薦する経験豊富な人材をリソースパーソンとして活用することが考えられる。 

(5) IFSへの日本語教育機会の提供 

本調査中、インド国外務省からは、将来省内で日本担当となるIFSがJDSに参加する場合、

留学中に日本語検定N2レベルの日本語研修の提供がされれば、IFS応募者の確保が容易とな

るとの考えが示された。IFSは入省時に必ず2年間海外に出て、その国自体についてと言語と

を学び、帰国後にインド政府独自の語学テストに合格しないと解職される決まりになってい

る。今回インタビューしたIFSの場合、日本での2年のうち1年半は日本語学校に通い、残りの

半年は在京大使館で業務していた。代々の新IFSは来日後1,200時間かけて日本語を学び同省

内での試験（N2レベル）に備える。同省ジャパンデスク担当顧問とのインタビューからは、

現行の日本語研修より効率的な研修のJDS事業による提供があれば、毎年IFS2名をJDS事業に

参加させるべく省内調整するとの意見があった。これについては、現在東アジア地域専任の

IFSは省内に6-7名であり毎年2名の送り出しが可能かどうかについては未知数であるものの、

その背景には増員のきっかけとしてJDS事業を捉えたい思惑も察せられた。 

JDS留学生の来日前後の語学研修は、N5相当のレベルを目指す135時間研修を想定していた

が、上記のような外務省からの要望を受け、受入大学が提供する日本語教育について調査を

実施した結果、例えば早稲田大学や一橋大学などでは学内の日本語教育部門と連携すること

で、そのような日本語教育が修士課程在学中にも提供可能ではないかと見込まれている。二

国関係強化に大きな貢献が期待されるIFSからの留学生確保の観点から、IFSへの追加の日本

語教育機会提供が望ましい。 

(6) 応募検討者や応募者への支援 

通常JDS事業では大学からの公募制を取っており、必ずしも世界的な知名度が上位の大学
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がJDS事業の受入大学になるとは限らないが、インドJDS事業においては、本準備調査中にイ

ンド側より興味が示された大学に対してJDS留学生の受入の検討を依頼し、最終的な受入大

学が決定したため、世界的知名度の高い大学が受入大学となっている。それら難関大学は一

般的に選考基準が厳しい傾向にあり、インドからのJDS留学生の受入は合意されているもの

の、大学による書類選考や専門面接でインドからの応募者が合格に達しない可能性もある。

インドの公務員は厳しい選抜を勝ち抜いて選ばれた頭脳明晰なエリートとの定評があるが、

優秀な人材であっても大学院における研究活動について明るくない応募者が一定数いること

も予想される。①応募書類では研究計画の質が高められるよう、記載すべき項目を指定し工

夫された研究計画書様式の導入、②応募検討者への技術指導・質問への対応として、日本の

大学に精通している両国の大学教授や研究者による、研究計画書作成に関する質疑応答のウ

ェビナーセッション、③行政官による研究計画は、大学教員や研究者とは異なる視点も要す

るため、日本留学帰国留学生による研究計画書の指導、等の支援の検討が望ましい。インド

では数学教育のレベルが高く、対象となる行政官の数学能力については問題ないと思われる

が、数学に自信がないために応募を躊躇する一定の層も存在すると思われる。募集説明会で

はJDSの選考における数学試験の意味と内容について正しい情報を共有する。面接対策のた

めの模擬面接については、応募者が自身の準備不足を把握し、面接への入念な準備に繋がり、

最終的に合格に至ったという意見が多く聞かれている。模擬面接を通しての支援のニーズを

検討し導入することを提案する。なお、応募者がより応募を検討しやすい建付けとするため、

また、特定の大学に応募が集中し、9名の派遣枠を満たせないケース等を防ぐために、一人の

応募者が第一希望・第二希望の2大学に出願することができる併願制を適用する予定の検討

も望ましい。 

(7) 選考の戦略化 

2020年基礎研究では、選定の戦略化が重要であるとし、JDS事業の継続的な目標達成のた

めには、受入国の開発課題解決に貢献する専門知識を備えた中核行政官の育成から一歩踏み

込み、知日派として我が国との関係強化に貢献する人材の育成の目的を意識し、開発課題の

対策を担うハイレベルの政策担当者を戦略的に選考し育成をすることが提言されている。ま

た、JDS事業では対象国の政府内にJDS帰国留学生の集団「クリティカルマス」を形成するこ

とが期待されている。しかし、省庁を超えた異動のある公務員制度をもつインドでは特定省

庁でのクリティカルマス形成は難しい上、公務員規模が大きいため、全公務員の中でのJDS

帰国生によるクリティカルマスの形成も容易ではない。かかる状況に於いて、インドにおけ

るJDS留学生の選定はより戦略化が求められる状況にあると言える。 

公務員のキャリアパス調査から、インド政府でのハイレベルの政策担当者に占める割合が

高い職群はIASであった。また二国間関係強化に貢献できるという視点で重要な職群はIFSで

ある。JDS事業の趣旨を合致する職群の候補者が、戦略的に選考できる選考基準の導入の検

討を提案する。G/A締結後の第一回目の運営委員会の場で、インド側（DoPT、DEA、MEA）

に対して、日本側から、再度、IASやIFSが主なJDS生のターゲットとなること、および、1バ

ッチあたり9名の将来有望なJDS生（IASやIFS等）を確保が必須であることを説明し、日印関

係機関間にて、募集・選考の方法・プロセス等につき、協議・合意することが必要である。 
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(8) ジェンダー平等と社会的包摂推進の取り組み 

JDS事業の期待される効果としては「本邦大学院における専門知識等の習得に加えて、帰

国後のキャリア形成に向けた研修等を通じて、自国の課題解決にリーダーシップを発揮でき

る女性行政官が育成される。」が含まれている。前述の通り、インド政府は公務員制度におい

て男女平等を保障しており、本調査における聞き取りにおいても、JDS事業の実施において、

ジェンダーを考慮した施策の必要性はないとの女性行政官からの意見があった。 

近年のIASの採用者に占める女性割合は3割程度となったものの、全IASに占める女性の割

合は21.1%、女性の高位IAS（給与基準 18及び17）の割合は15%に留まっている。過去に実施

されたDFFT長期研修では、女性応募者は全体の24.6%とIASの女性割合を基準にしても十分

な参加が得られている。しかし当該事業では選考時に指定カースト、指定部族等とともに女

性への特別加点があるにもかかわらず、女性合格者は17.1%に留まっている。 

JDSを実施する他国の事例としては、女性の応募促進を図るためには、来日後の生活の不

安の解消と、家族の合意形成が重要であることから、女性応募検討者を対象とした募集説明

会、女性応募検討者とその家族、及び現役女性留学生とその家族とのウェブ懇談会が実施さ

れている。女性応募者の合格率を上げるためには、留学経験のある女性行政官によるメンタ

ー制度、女性JDS帰国留学生のキャリア形成支援として、女性帰国留学生向けのネットワー

キング施策の導入、女性行政官の応募及び合格に繋がる施策、帰国後の女性帰国留学生向け

のキャリア支援プログラム等の導入を提案する。 

表-24 DFFT長期研修の応募者、合格者に占める女性の割合 

受入年度 長期研修 
応募者総数 

長期研修 
女性応募者数 

長期研修 
合格者総数 

長期研修 
女性合格者数 

2019-2020 66 16（24.2%） 39 7（17.9%） 
2018-2019 60 15（25.0%） 31 5（16.1%） 
合計 126 31（24.6%） 70 12（17.1%） 

出所： 人材研修局資料及び同局からの聞き取りによりコンサルタントが作成 
 

また、その他の社会的包摂についても、インド政府の包摂性と公平性推進の政策に従い、

募集時、指定カースト、指定部族、その他の後進階級の応募を特に促す文言を記載する、選

考時の特別配点等の積極的差別是正措置を検討することが望ましい。 

(9) JDS事業の高付加価値化 

両国友好関係の基盤の拡大と強化に貢献するというJDS事業の目的を達成するため、また

日本のその他の奨学金事業、他国ドナーの類似事業との差別化を図るため、JDS事業の高付

加価値化が重要である。他国で実施中のJDS事業の付加価値化の事例としては、日本の開発

事例を現場で学ぶ機会を提供する「付加価値化研修」がある。留学生が本研修を通じて自国

の現状を見直し、洞察を得て、母国の実情にあった政策の立案のヒントを得たり、実践する

際に中心的な役割を担う人材となったりすることが期待される。さらに、本研修では、留学

生が各自の研究分野に限らず、日本が誇る文化遺産、自然遺産の維持・管理及び活用方法を

事例として学習する。このようなテーマの学習を通じて、日本の文化・自然に関しても深く
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理解させる。留学生が日本に関する知見を拡大することで、両国友好関係の基盤強化・拡大

に貢献することも期待される。「知日派育成プログラム」では、来日後オリエンテーション中

に紹介された日本の政治、行政、地理、教育、文化等から、各自興味のある題材を選び、来

日中の1年半をかけて、各自が調査研究を行う。帰国前半年の時点で開催される発表会では、

優秀者が表彰される。この研究を通じて、留学生は日本を深く知り、また他の留学生の発表

を通じて、幅広いテーマの知識を得る。日本の行政官との人脈を作るための「ネットワーキ

ング・イベント」もJDS事業の高付加価値化に貢献している。インドJDS事業においても、こ

れらの付加価値化プログラムの実施を検討することが望ましい。 

インド独自のニーズに即した付加価値化案としては、前述の将来、日本担当を希望するIFS

のための追加語学研修が導入されるようであれば大きな付加価値化に繋がると思われる。 

(10) 持続可能性を高めるフォローアップ活動 

帰国生の組織化は、帰国生としてのアイデンティティの確立やキャリア形成のためのネッ

トワーキング、さらには二国間関係強化に有効であることから他国ドナーの奨学金でも注力

されている。インドでは、MOSAI、JAAI、東京大学の同窓会が設立されている。東京大学イ

ンド事務所によると、国土が広く会員が地理的に広範囲に散らばっていること、JAAIによる

と若い世代の入会率が低いことなどの課題があるとのことであった。JICA本邦研修に参加し

たという人材研修局人事担当局長からの聞き取りでは、日本との継続した関係を求めている

一方、研修参加後にJAAIに参加したものの深く関われておらず、関係が途切れていると考え

ており、帰国留学生のネットワーキングは本事業が二国間関係強化に資する重要な要素であ

るとの意見が示された。他事業（世銀）日本留学帰国生等からも帰国生のネットワーキング

の施策が帰国生の外交資産化に有効との考えが共有された。インドJDS本事業による帰国留

学生の人数は1フェーズ4年間終了時において最大36名となるが、国の規模を考えると、その

数はあまりにも少なく、JDS帰国生のみでの帰国同窓会の組織化は難しいかもしれない。JDS

帰国生については、JAAIへの加入を促進することを検討する。またJDS事業で実施するフォ

ローアッププログラムは、受入大学であり既に現地に同窓会のある東大同窓会やJAAIなど、

既存の同窓会の活性化にも繋がるよう留意した計画や実施方法を検討し、JDSのフォローア

ップ活動をきっかけに、既存の日系同窓会の活性化や複数ある日本留学経験者の同窓会の「縦

のつながり」を促進させるよう配慮する。東大インド事務所からの聞き取りによると、これ

までの同窓会の支援の経験から、講演会と懇親会をセットにした開催、地方からの参加者の

ための交通費の支援、オンラインプログラムはインドでの同窓会活動では不向きであるとの

ことであった。JDS事業のフォローアッププログラムの計画には、既存組織の経験を活かして

効果的に実施できるよう留意することが望まれる 

JDS帰国生と在デリー日本関係者のネットワーキングも、帰国留学生の外交資産として有

効活動の視点からは重要である。その際には実施代理機関がキャタリストとしての役割を担

うことが望ましい。現地で活動する日本関係者が政府側の窓口となる人材を探したり、研修

等の実施の際に関連するJDS帰国留学生を招待したりする等、実施代理機関がJDS帰国生デー

タベースを活用して橋渡しをすることが可能だろう。大使館や日本人会等が主催する日本文

化行事をJDS帰国生に案内し参加を促進することも、JDS帰国生としてのアイデンティティの
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長期的な醸成に効果を発揮すると思われる。 

(11) Mission Karmayogiに沿った連携 

JDS帰国生の研究成果を共有する機会として、運営委員会を含む政府関係者が参加する帰

国報告会を開催することとなるが、Mission Karmayogiの公務員研修所（Civil Service Training 

Institute: CSTI）の代表者を同報告会に招待する、また、公務員育成に携わる研修機関教員や

他の公務員が研究成果を活用できるよう、JDS帰国生の論文要旨をまとめた冊子をCSTIの図

書館に寄贈する、それら研修機関が発行するジャーナルにJDS帰国生が論文を寄稿するよう

促す等、インド政府の公務員育成政策Mission Karmayogiの枠組みに沿った連携を推進するこ

とを提案する。それにより、JDS事業の成果がより効果的にインド政府内で活用できるだろ

う。 

(12) 留学生の生活の質の向上に向けた奨学金の見直しの検討 

他国JDS事業の報告書によると、日本での急激な物価の上昇に伴い、奨学金額の増額を望

む声が現役JDS留学生から多く寄せられているという。そこで、各国での一人暮らしに必要

となる支出はどの程度奨学金でカバーできるのか、インドにおける他国の奨学金事業のうち

金額が公表されている奨学金とJDS事業で次表-25の通り比較した。その結果、ロンドンで就

学するCommonwealth留学生と、東京のJDS留学生の受け取る奨学金が、相対的に低いカバー

率ではあるものの、現時点では他の奨学生に比べて著しく不利であるという程のカバー率の

開きは無いことが分かった。奨学金額に今後変動がない場合、このカバー率はインフレが進

むと低下していくこと、JDSと他国政府奨学金とのカバー率の差も各国の物価変動の影響を

受けることから、募集広報を行う度に表-25の内容は更新・確認が必要となるものの、募集時

に各国の政府奨学金間でカバー率に差がさほどない場合には強調すべき数字である。なお、

住居については、他国奨学金の帰国留学生によると、中国や韓国の奨学金事業では大学が留

学生に家具付きの住居を無料提供していたり、有料の場合も、大学が充実した施設の寮を兼

ね備えていたり、入居物件に応じた住居費が支給される。生活環境の良さが勉強に集中でき

た一因との意見も他国奨学金帰国生から聞かれた。一方、日本では留学生に対して充実した

施設を提供できる大学は非常に限られている。JDS留学生は奨学金の中から家賃を支払う必

要があり、地方より家賃の高い都市部において奨学金の地域加算があるものの都市部と地方

の家賃差、例えばインドJDSの大学を基準に住居費の物価指数をみると、都市部の大学があ

る東京都（130.7）は、神戸大学のある兵庫県（95.7）の1.37倍の住居費となり31、その差に制

度が対応しておらず、同じJDS留学生でも都市部の留学生の生活はより厳しいものとなって

いる。 

また、現地調査で実施した世銀奨学金による日本留学帰国生や、インド外務省でのインタ

ビューにおいて、JDS事業の奨学金が少ないという意見があり、応募者が集まらない懸念が

 
31 総務庁、消費者物価地域差指数小売物価統計（構造編）2022 年（令和 5 年 6 月 30 日）。住居費には

持家の帰属家賃は含まれていない。 
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共有された32。米ドルや英ポンドをベースとした奨学金と比較した場合、歴史的な円安状態

にある近年の現状では円ベースで奨学金額が定められるJDS事業奨学金が目減りしてしまう

ことは避けられない。更に、過去10年程の為替トレンドではインド・ルピーが米ドルや英ポ

ンドに対して下落基調にある一方、インド・ルピーは対円で上昇しており33、インドで円は安

い通貨と認識されやすい環境にある。こういった為替レートの影響によっても、インドJDS

事業の奨学金額が見劣りしている可能性は否めない。JDS事業をより魅力的なものとし、将

来有望な優秀な人材に応募してもらうため、また留学生の生活の質を高め学業に集中しても

らうためにも、為替と物価の動向を踏まえた奨学金の柔軟な見直しを検討することが必要で

はないかと考える。 

 

 
32 JDS 奨学金の月額は 147,000 円（都市部）144,000 円（地方）。世銀奨学金月額の受給額は約 30 万円

（世銀奨学金帰国留学生聞き取り）、ヤング・リーダーズ・プログラムの月額受給額は 242,000 円
（Application Guidelines Japanese Government (MEXT) Scholarship for 2024 Young Leaders’ Program 
(YLP) Student (School of Government) 

33 MSN Money によると、2012 年 1 月 31 日に 0.02 米ドルだった 1 インド・ルピーは 2024 年 5 月 29
日現在で 0.012 米ドルに下落（マイナス 40%）、同じ期間に 0.013 ポンドから 0.0094 ポンドに下落し
た（マイナス 27.7%）。一方、同じ期間に 1 インド・ルピーは日本円に対しては 1.54 円から 1.89 円
に上昇している（プラス 22.7%） 
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表-25 ひと月の支出に対する奨学金（JDS事業と他国）のカバー率 

国名 奨学金名 
月額奨学金額 

（生活費部分） 
一人暮らしの月額支出 

参考地 
支出に対する

奨学金 
カバー率 

生活費 住居費 合計 
現地通貨 円 円 円 円 

日本 JDS - 147,000 148,378 91,021 239,398 東京 61% 

英国 Commonwealth 
Scholarship 

ロンドン £1,652 326,495 218,020 317,676 535,696 ロンドン 61% 
それ以外 £1,347 266,216 177,810 219,046 396,856 オックスフォード 67% 

新西欄 Commonwealth Scholarship NZ$2,636 251,520 167,431 171,724 339,156 オークランド 74% 
中国 Chinese Government Scholarship 3,000 元／月 64,599 97,215 4,048 101,263 北京 66% 
韓国 KOICA Scholarship Program KRW999,000 114,727 178,844 82,385 261,229 ソウル 64% 

* NZ 奨学金は週払いのため、NZ$618 円）を日割りの上、30 で乗じて月額としている。 
* 各国の生活費は https://www.numbeo.com/cost-of-living/（2024 年 5 月 20 日参照）を参照した。 
* 大学から住居提供のある中国、韓国は、住居に対する支出を除いた生活費に対する奨学金でのカバー率を示す。 
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3-6 結論 

本準備調査は、人材育成奨学計画をインドで開始することを念頭に、同国の国家開発計画や優

先開発課題、行政制度、キャリアパスを含む公務員制度を整理し、日本及び他ドナーによる同分

野の取り組みをまとめた。JDSの趣旨や特徴及び同国政府の人材育成ニーズを踏まえJDS事業の枠

組みを策定し、第1期にあたる2024年度の概略総事業費を算出した。策定したJDS事業の枠組みに

ついては、インドの開発計画及び我が国の対インド開発協力方針との妥当性を検証し、モニタリ

ングのための評価指標及び本事業の効果的な実施のための提案を行った。今後は4期に渡り、同枠

組みに沿って、二国間関係強化に貢献できる人材が来日することが期待される。 

インドは、1958年に日本が最初の円借款を供与した国であり、日本にとって最も古く、そして

最大にして最も重要な開発パートナーのひとつである。両国は2014年に構築した「日印特別戦略

的グローバル・パートナーシップ」の下、経済、安全保障、人的交流など、幅広い協力を深化させ

てきた。また、日米豪印によるQUADを通じて「自由で開かれたインド太平洋」の実現に共に取り

組んでおり、インドと我が国との外交面での友好関係が今後も極めて重要であることは明らかで

ある。 

2023年の日印首脳会談においても「自由で開かれたインド太平洋」の重要性に基づき、様々な

分野で協力を推進していくことが確認されると共に、日本への留学生の増加や2023年度を「日印

観光交流年」と定め、人的交流の拡大に努めることで両国は一致している。JDS事業は、将来同国

のリーダーとなる若手公務員が日本留学を通して、我が国の良き理解者となり、二国間関係強化

に貢献することを可能とする。今後輩出されるJDS帰国留学生は両国間の重要な人的外交アセッ

トとなるだろう。「自由で開かれたインド太平洋」構想の実現には、両国の行政官が同構想のビジ

ョンを共有し、共創の精神で推進、実現することが重要であり、将来、JDS留学生がその一端を担

っていくことを期待したい。 

 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/s_sa/sw/in/page3_001508.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/s_sa/sw/in/page3_001508.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/page25_001766.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/page25_001766.html
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添付資料1. 調査団員・氏名（JICA官団員調査団） 

調査団員・氏名（JICA官団員調査団） 

氏名 役割 所属・役職 

香野 賢一 総括 独立行政法人国際協力機構 
南アジア部南アジア第一課 企画役 

菊間 祥人 協力計画 独立行政法人国際協力機構 
資金協力業務部実施監理第二課 主任調査役 

 

＜コンサルタント＞ 

氏名 役割 所属・役職 

小椋 知子 業務主任者／ 
人材育成計画 

株式会社日本開発サービス 
調査部 主任研究員 

土井 晶 留学計画 合同会社ナレッジハブ 
業務執行社員 

加藤 尚子 基礎情報収集 株式会社日本開発サービス 
調査部 主任研究員 
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添付資料2. 準備調査フロー図 
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添付資料3. 第1次現地調査面会者リスト 

日時 面会者 
2023 年 
11 月 20 日 

JICA インド事務所 
- 渡辺淳次長、松野一晴駐在員 

11 月 21 日 Department of Economic Affairs, Ministry of Finance 
- Mr. Navjot Singh, Deputy Secretary 
- Ms. Anisha Stella Xaxa, Under Secretary 
- Ms. Anjali, Assistant Section officer 
Korea International Cooperation Agency (KOICA) India office 
- Mr. Woo Chan Chang, Director 
- Ms. Maria Samuel, Programme Coordinator 

11 月 22 日 CBIC (Central Board of Indirect Taxes & Customs), Dept. of Revenue, Ministry of Finance 
- Mr. Raj Kumar Digvijay, Additional Director General 
在インド日本国大使館 
- 齋藤隆太 二等書記官 

11 月 23 日 世界銀行と日本の共同大学院奨学金制度（JJ/WBGSP）帰国生 
- Ms. Shashi Kajle (IRS), Additional Director of Income Tax, NADT (National Academy of 

Direct Taxes), Regional Campus, 2022 年来日 
JISPA (The Japan - IMF Scholarship Program for Asia)奨学金帰国生 
- Mr. Praveen Kumar (IES), Director, Department of Commerce 

11 月 24 日 Department of Economic Affairs, IES Cadre 
- Ms. Seema Jain (IES), Joint Director 
- Ms. Esha Swaroop, Assistant Director 

11 月 26 日 JICA Alumni Association of India (JAAI)/  
JICA Alumni Associations Forum of SAAC Countries (JAAFSC) 
- Dr. O.P. Dewal, President of JAAI/ President of JAAFSC 

11 月 28 日 Department of Personnel and Training 
- Ms. Rajul Bhatt, Joint Secretary 
- Mr. A.N. Narayanan, Director 
- Mr. Deshraj Yadav, Under Secretary 
- Mr. Kumar Abhinav, Deputy Secretary 

11 月 29 日 Department of Personnel and Training (JS/Adm) 
- Ms. D.S. Nagalakshmi, Deputy Secretary (Admin) 
- Mr. S.D. Sharma, Joint Secretary (Admin) 
Ministry of External Affairs, East Asia Division 
- Prof. Ashok Kumar Chawla, Advisor (Japan) 
- Ms. Suman Kansotiya, Deputy Secretary (Japan) 
- Ms. Deepthi Alanghat, Under Secretary (Japan) 

11 月 30 日 Department of Personnel and Training (Karmayogi) 
- Mr. Kumar Abhinav, Deputy Secretary 
DD meeting 
- Mr. Jaya Narayanan ACHARYA, Joint Secretary 

12 月 1 日 Ministry of Women and Child Development 
- Ms. Pallavi Agarwal, Joint Secretary (Personnel Admin, IT/E-office/E-gov, coordination, 

Vigilance, Public Grievances, e-Samiksha, BBBP, Official Language, AKAM) 
Department of Personnel and Training 
- Mr. A.N. Narayanan, Director 
- Mr. Deshraj Yadav, Under Secretary 

12 月 4 日 Department of Personnel and Training 
- Ms. Rajul Bhatt, Joint Secretary 
国際交流基金ニューデリー日本文化センター 
- 豊丸太誠 所長 
- 吉川景子 日本語アドバイザー 
- 鈴木千晶 日本語アドバイザー 
- 山下健太 国際対話部 企画開発チーム 
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日時 面会者 
12 月 5 日 Department of Economic Affairs, Ministry of Finance 

Department of Personnel and Training 
- Mr. A.N. Narayanan, Director 
Ministry of Housing and Urban Affairs 
- Mr. Lavanya Kumar (IFS), Director (International Cooperation) 
- Ms. Meenu Bajaj, Under Secretary 

12 月 6 日 Department of Personnel and Training 
- Ms. Rajul Bhatt, Joint Secretary 
Department of Personnel and Training 
- Mr. Kumar Abhinav (IRS), Deputy Secretary 

12 月 7 日 在インド国日本大使館 
Department of Personnel and Training 
DFFT 奨学金帰国生 
Dept. of Land Resources 
- Mr. Sonmoni (IAS), Joint Secretary 

12 月 8 日 Department of Personnel and Training 
- Incharge of Training/ PPR/ DFFT 

12 月 11 日 Department of Personnel and Training 
- Incharge of Training/ PPR/ DFFT 
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添付資料5. 重点分野／開発課題毎の4カ年受入人数 

サブプログラム コンポーネント 大学名・研究科名 専攻・コース・プログラム名 4 期分の受入人数（案） 
第 1 期 第 2 期 第 3 期 第 4 期 計 

行政能力強化 公共政策 
経済・産業政策 
国際関係 

東京大学公共政策大学院 公共政策学専攻 国際プログラムコース 3 3 3 3 12 

東京大学大学院 
工学系研究科 

都市工学専攻 2 2 2 2 8 

早稲田大学大学院 
アジア太平洋研究科 

国際関係学専攻 2 2 2 2 8 

一橋大学 
国際・公共政策大学院 

外交政策サブプログラム 
（グローバル・ガバナンス・プログラム） 1 1 1 1 4 

神戸大学大学院 
国際協力研究科 

開発政策特別コース 1 1 1 1 4 

合計 9 9 9 9 36 
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添付資料6. 重点分野基本計画案 

人材育成奨学計画（JDS）事業 重点分野基本計画（案） 

重点分野の基本情報 

1. 国名：インド共和国 
2. 重点分野（サブプログラム）名：行政能力強化 
3. 運営委員会：人事苦情年金省人材研修局、財務省経済局、外務省、在インド日本国

大使館、JICA インド事務所 

 
個表1 

1. サブプログラム／コンポーネントの概要 

(1) 基本情報 

1. 重点分野（サブプログラム）名：行政能力強化 
2. 開発課題（コンポーネント）名：公共政策／経済・産業政策／国際関係 
3. 主管省庁：人事苦情年金省人材研修局 
4. 対象機関：全省庁 

 
(2) 背景と必要性（当該国の開発政策における本事業の位置づけ） 

インドは世界第 7 位の国土を有し、人口は 2023 年中に 14 億 2860 万人に達し、世界

1 位となるという見通し（UNFPA 推計、2023）の南アジアの大国である。1 人あたりの

国民総所得（GNI）は 2,257 米ドル（世界銀行（以下、世銀）、2021）と下位中所得国に

区分されているが（OECD/DAC、2022/23）、名目 GDP は約 3 兆 3,800 億ドル（世界第

5 位／世銀、2022）、GDP 成長率は 7.2%（インド統計・計画実施省、2022）と高い経済

成長率を誇っている。新型コロナウィルス感染症によるパンデミックは前例のない世

界的危機を引き起こしたが、インドも他国と同様に多くの課題に直面し、国、州、地方

政府は、コロナ禍による危機とそれに続く影響を緩和するために、公的機関、組織シス

テム、政府関係者の能力を強化することが求められていた。その後もコロナによる経済

への影響が緩和され中産階級がコロナ前の経済水準に戻るにつれ、より良い公共サー

ビスへの需要は高まっており、政府が安定した成長とインクルージョンの目標を達成

するためには、有能でやる気のある近代的な公務員が不可欠となっている。インド政府

はこれまでの公務員人材育成政策が、国家課題の優先度の理解に欠け、散発的で公務員

の生涯学習に繋がっていないとの反省から、2020 年以降、首相主導による世界最大の

公務員人材育成国家プログラム「Mission Karmayogi」を開始し、公務員の人材育成に取

り組んでいる。 
本事業では、JICA が実施する「連結性の強化」「産業競争力の強化」「持続的で包括的

な成長への支援」を補完する形で、財政、経済、産業開発、国際関係等多岐にわたる公

共政策の立案、実施ができる行政官・実務者の育成と能力向上が期待される。 
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(3) 我が国及びJICAの援助方針とその実績（これまでのJDS留学生の成果含む） 

我が国政府は「連結性の強化」「産業競争力の強化」「持続的で包摂的な成長への支

援」を重点分野としてインドを支援している。上記方針のもと JICA は「地域回廊開発

（DMIC・CBIC）」「交通ネットワーク整備」「地域連結性ネットワーク」「エネルギー

供給・効率化」「都市交通」「高度・産業人材育成」「農業・農村開発」「基礎的社会サー

ビス向上」「森林資源管理」「上下水道・衛生改善・公害防止対策」「防災」の各分野で

の支援を実施しており、その中にはインド政府が有効かつ実効性のある政策を安定的

に立案及び実施するために必要な政府職員の人材育成が含まれている。 

【関連する JICA 事業】 
有償 

･ ベンガルール上下水道整備計画 
･ チェンナイ都市圏高度道路交通システム整備計画 
･ グジャラート州投資促進プログラム 
･ タミル・ナド州投資促進プログラム 
･ 貨物専用鉄道建設計画 
･ 物専用鉄道建設計画 
･ 北東州道路網連結性改善計画 
･ デリー東部外環道路高度道路交通システム導入計画 
･ ムンバイ・アーメダバード間高速鉄道研修施設建設計画 
･ ムンバイ・アーメダバード間高速鉄道建設計画 
･ ムンバイ湾横断道路建設計画 
･ ビハール州国道整備計画 
･ オディッシャ州送電網整備計画 
･ ハリヤナ州配電設備改善計画 
･ タミル・ナド州送電網整備計画 
･ マディヤ・プラデシュ州送電網増強計画 
･ 新・再生可能エネルギー支援計画 
･ アンドラ・プラデシュ州高圧配電網整備計画 
･ 中小零細企業・省エネ支援計画 
･ デリー高速輸送システム建設計画 
･ ラジャスタン州水資源セクター生計向上計画 
･ ジャルカンド州点滴灌漑による園芸作物促進計画 
･ ヒマーチャル・プラデシュ州作物多様化推進計画 
･ レンガリ灌漑計画 
･ アンドラ・プラデシュ州灌漑・生計改善計画 
･ タミル・ナド州都市保健強化計画 有償 
･ シッキム州生物多様性保全・森林管理計画支援 
･ 森林管理能力強化・人材育成計画 
･ ウッタル･プラデシュ州参加型森林資源管理・貧困削減計画 
･ グジャラート州森林開発計画 
･ トリプラ州森林環境改善・貧困削減計画 
･ オディシャ州森林セクター開発計画 
･ オリッサ州総合衛生改善計画 
･ アグラ上水道整備計画 
･ グジャラート州アラン及びソシヤ地区シップリサイクル環境管理改善計画 
･ グワハティ上水道整備計画 
･ デリー上水道改善計画 
･ オディッシャ州総合衛生改善計画 
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･ アムリトサール下水道整備計画 
･ アグラ上水道整備計画 
･ ラジャスタン州地方給水・フッ素症対策計画 
･ ゴア州上下水道整備計画 
･ ガンジス川流域都市衛生環境改善計画（バラナシ） 
･ ヒマーチャル・プラデシュ州森林生態系保全・生計改善計画 
･ ナガランド州森林管理計画 
･ ウッタラカンド州森林資源管理計画 
･ 西ベンガル州森林・生物多様性保全計画 
･ ラジャスタン州植林・生物多様性保全計画 
･ タミル・ナド州生物多様性保全・植林計画 
･ 官民連携インフラ・ファイナンス促進計画 
･ プネ市ムラ・ムタ川汚染緩和計画 
･ 西ベンガル州上水道整備計画 
･ ヤムナ川流域諸都市下水等整備計画 
･ グワハティ下水道整備計画 

技プロ 

･ 持続可能な山岳道路開発のための能力向上プロジェクト 
･ ヒマーチャル・プラデシュ州作物多様化推進プロジェクト 
･ ミゾラム州持続可能な農業・灌漑開発のための能力強化プロジェクト 
･ ゴア州無収水対策プロジェクト 
･ ウッタラカンド州山地災害対策プロジェクト 
･ ヴァラナシ市衛生改善プロジェクト 
･ ベンガルール上下水道整備計画 

無償 

･ ベンガルール中心地区高度交通情報及び管理システム導入計画 

個別専門家 

･ インフラ開発・投資促進アドバイザー 

その他 

･ アンドラ・プラデシュ州 州都地域包括的運輸・交通計画策定プロジェクト 
･ 高速鉄道建設事業詳細設計調査 
･ アンダマン・ニコバル諸島電力供給能力向上計画準備調査 
･ 有機農業に関する基盤整備及び農村開発事業 
･ 新たな米加工品（調理済食品）の現地生産体制構築・ビジネス化に関する基礎調査 
･ ジャガイモ収穫機普及に向けた普及・実証事業 
･ 中央・州政府水資源開発エンジニア向け研修 
･ ワイヤーハーネスからの銅資源高度リサイクル普及・実証事業 
･ 水需給ギャップを埋めるプラスチック製雨水地下貯留システムの普及・実証事業 
･ グジャラート州におけるプラスチック廃棄物の再資源化に関する案件化調査 
･ 草の根・人間の安全保障無償資金協力 草の根無償 
･ 草の根技術協力 
･ 青年海外協力隊 JOCV 
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2. 協力の枠組み 

(1) 事業の目的 

本邦大学院での学位取得（修士）を通じ、当該国の社会・経済開発に関わり、将来的

な役割を果たすことが期待される若手行政官などを育成することを目的とする。また、

人的ネットワーク構築を通して、将来的な両国のパートナーシップの強化に資するも

のとする。 

 
(2) 案件目標 

1) 上位目標 
政策立案に関する関係行政機関の能力が、本事業を通じた人材育成により向上する。 

2) プロジェクト目標： 
インド政府の中枢において活躍し得る若手行政官等が本邦大学院において学位

（修士）を取得することを支援することにより、当国の開発課題解決のための人材

の育成及び我が国と当国政府との人的ネットワークの構築を図り、もって当国の開

発課題の解決及び人材面からの二国間関係の強化に寄与する。 

 
(3) 目標の指標 

1) 帰国留学生の修士号取得 
2) 帰国留学生の対象分野の課題解決に資する専門知識等の習得 
3) 帰国生の計画策定・政策立案への貢献 
4) 帰国生のリーダーシップによる配属先等の機能強化 
5) 課題解決にリーダーシップを発揮できる女性行政官の育成 
6) 二国間の相互理解と友好親善関係の構築 
7) 国際的な研究者のネットワークの拡大・強化 

 
(4) 受入計画人数及び受入大学 

東京大学 公共政策大学院 3 名／年、12 名／4 年 
東京大学大学院工学系研究科 2 名／年、8 名／4 年 
早稲田大学大学院 アジア太平洋研究科 2 名／年、8 名／4 年 
一橋大学 国際・公共政策大学院 1 名／年、4 名／4 年 
神戸大学大学院国際協力研究科 1 名／年、4 名／4 年 
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(5) 活動 

1) 東京大学 公共政策大学院 公共政策学専攻国際プログラムコース 

目標 内容・目標達成手段 
① 来日前 

－ ※入学前の学生と教員間のコンタクトはない 
② 留学中 

1) 帰国留学生の修士号取得 ･ 入学時ガイダンスでは、学務担当者が科目履修方法等を

説明し、教員が研究倫理を含めた科目履修指導を実施。

入学時にプレースメントテストを行い、個々の学生のニ

ーズに応じて「公共政策のための数学」、アカデミック・

ライティング（基礎・上級の 2 レベル）の履修を奨励。 
･ 指導教員制を設けていない代わりにアカデミックアド

バイザーを 2 名配置。個別履修科目に限定しない学習・

研究面の指導・助言を行っている。多くの科目でティー

チングアシスタントが学習方法などについて支援して

いる。研究論文やリサーチペーパーを執筆する学生に

はテーマに応じて指導教員が選任される。 
･ 公共政策学専攻国際プログラムコース（MPP/IP）は、

経済政策・金融・開発系の EPFD（Economic Policy, 
Finance and Development）と公共管理・国際関係系の

PMIR（Public Management and International Relations）の

2 つのポリシーストリームを設けている。いずれも、実

践的な能力向上の基礎となる法学、政治学、経済学の基

幹科目の履修を必修としている。これに加え、より高度

な専門性修得のための展開科目、実務への応用が目的

の実践科目、政策分析能力向上のための事例研究の履

修単位の取得が修了要件。 
･ PPP、ソブリン債、国際安全保障、国際政治経済、科学技

術政策、行政、医療政策、エネルギー政策、外交、中国の

政治とガバナンス、マクロ経済学、計量マーケティング、

労働経済学、イノベーションと産業政策、公共経済学、国

際金融規制等、様々な政策分野を研究する教員が開講。 
2) 帰国留学生の対象分野の

課題解決に資する専門知

識等の習得 
3) 帰国生の計画策定・政策

立案への貢献 

･ 実践教育重視の観点から、公的機関（アジア生産性機

構）、シンクタンク（アジア開発銀行研究所）、民間企

業などでのインターンシップ機会を提供。希望者に対

しては担当教員が書類審査・面接を行い、インターン先

への推薦可否を判断し、教育効果が期待できるインタ

ーン先とのマッチング、学生への助言等を行う。 
･ 日本の将来を担う日本人学生、他国留学生（若手・中堅

行政官を含む）と共に学び、課題解決力とリーダーシッ

プを育む環境を提供。 
5) 課題解決にリーダーシッ

プを発揮できる女性行政

官の育成 

･ 複数の開講科目でジェンダー関連のトピックを扱って

いる。 
･ MPP/IPではインドからの女性留学生を指導実績あり。

彼女は主席で卒業。 
･ 東京大学として男女共同参画室を設置しているほか、

ダイバーシティ関連のセミナーを東京大学の経営層及

び事務管理職向けに実施。 



 

A-45 

･ さらに全学で女性リーダー育成に向けた施策「UTokyo
男女⁺協働改革＃WeChange」を実施中。教職員や学生を

含む大学構成員全員の意識改革に取り組むとともに、

女性教員増加率を過去10年の2倍とし、2027年度までに

着任する教授・准教授1,200名のうち、約300名を女性と

することを目指している。 
6) 二国間の相互理解と友好

親善関係の構築 
･ 同専攻と同じ本郷キャンパス内の日本語教育センター

（Center for Japanese Language Education）では初級から

上級まで5段階のレベル別日本語講座を提供。配偶者も

日本語教室に通学可能。 
③ 帰国後 

4) 帰国生のリーダーシップに

よる配属先等の機能強化 
6) 二国間の相互理解と友好

親善関係の構築 
7) 国際的な研究者のネット

ワークの拡大・強化 

･ 本プログラムの実施により、アラムナイのなかにイン

ド政府の中枢において政策立案・遂行をリードし、国の

発展を牽引する行政官が着実に増えると期待される。

インド国内のアラムナイネットワークや本学インド事

務所と連携したセミナー等の開催を通じて、双方向の

知的対話を促進し人的交流を活性化、ネットワークの

さらなる拡充に繋げることは帰国留学生への付加価値

提供となる。 
･ 在学中から同窓会への加入を慫慂するとともに、留学

生を含む全修了生のメーリングリスト（捕捉率約9割）

を活用し、定期的にニュースレターを配信している。修

了生が比較的多い国では、現地同窓生グループの組織

化が進んでおリクルートメントなどで連携している。 
･ 教職員の現地訪問時には修了生と交流し、組織的なフ

ォローアップ体制を維持している。 
･ 東京大学インド事務所がニューデリーに所在。インド赤

門会の拠点として同窓生懇親会ほかイベントを実施。 

 
2) 東京大学大学院工学系研究科 都市工学専攻 

目標 内容・目標達成手段 
① 来日前 

 ※入学前の学生と教員間のコンタクトはない 
② 留学中 

1) 帰国留学生の修士号取得 ･ 学生には主指導教員1名（研究室体制によっては副指導

教員も1～2名）が設定される。修士研究のテーマは指導

教員と学生との相談の下で設定される。 
･ 指導教員との定期的なミーティングによる密接な研究

指導に加え、研究室単位で実施されるゼミ等を通して

当該分野の知見を拡充する機会がある。 
･ 年2回、学期末に都市計画コース／環境工学コースの全

教員（及び学生）の前で研究の進捗状況・成果を発表し、

質疑を行う。他研究室の教員の助言を得るとともに、他

の学生の研究を知り知見を広げる機会となる。 
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2) 帰国留学生の対象分野の

課題解決に資する専門知

識等の習得 
3) 帰国生の計画策定・政策

立案への貢献 
4) 帰国生のリーダーシップに

よる配属先等の機能強化 

･ 都市工学に関する体系的な知識とその応用技術を身に

つけ、都市計画、都市デザイン、都市交通計画、都市解

析、環境デザイン、都市環境工学、都市水システム、国

際都市環境、都市マネジメントなどに関する専門家と

して活躍できる人材を育成し、地域の気候風土・社会文

化の多様性を踏まえ、グローバルな視点から国土及び

地域社会の健全な発展に貢献することを教育研究上の

目的とする。 
･ 日本の都市整備に関する現場見学ツアー等を企画でき

る可能性あり。 
5) 課題解決にリーダーシッ

プを発揮できる女性行政

官の育成 

･ 東京大学として男女共同参画室を設置しているほか、

ダイバーシティ関連のセミナーを東京大学の経営層及

び事務管理職向けに実施。さらに女性リーダー育成に

向けた施策「UTokyo 男女⁺協働改革＃WeChange」を実

施中。教職員や学生を含む大学構成員全員の意識改革

に取り組むとともに、女性教員増加率を過去 10 年の 2
倍とし、2027 年度までに着任する教授・准教授 1,200 名

のうち、約 300 名を女性とすることを目指している。 
6) 二国間の相互理解と友好

親善関係の構築 
･ 各研究室で毎週実施されるミーティング、指導教員に

よる密接な論文指導、学習面や日常生活をサポートす

るチューター制度等が整っている。  
･ 学生が主体的にテーマを設定し、文献を輪読したり調

査に取り組んだりする「輪講」と呼ばれる単位認定科目

がある。学年や研究室を超えて交流する機会でもある。 
･ 都市工学専攻が日本語学習クラス（基礎レベル）を開

講、配偶者も受講可能。同クラスでは浅草や東京湾への

遠足、茶道や書道の体験等のイベントも実施。 
･ 工学系研究科国際推進課に留学生支援チーム・国際交

流チームがあり、留学生サポートを行っているほか日

本語教室もある。スタッフは全員英語を話すことがで

き、その他の外国語を話すスタッフも常駐している。  
7) 国際的な研究者のネット

ワークの拡大・強化 
･ 1980 年代から留学生を受入れており、それら卒業生は、

大学や官公庁において、責任ある立場で活躍中である。

従来は韓国、台湾、中国、タイなどからが多かったが、

現在はベトナム、フィリピン、スリランカ、インドネシ

ア、サウジアラビア、エジプト、ネパール、アルバニア

など多様な地域からの入学も多い。 
･ 2024 年 2 月現在、都市工学を専攻する修士課程の学生は

107 名、うち 26 名が英語で指導を受ける留学生である。 
③ 帰国後 

6) 二国間の相互理解と友好

親善関係の構築 
･ 東京大学インド事務所がニューデリーに所在。インド赤

門会の拠点として同窓生懇親会ほかイベントを実施。 
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3) 早稲田大学大学院 アジア太平洋研究科 国際関係学専攻 

目標 内容・目標達成手段 
① 来日前 

1) 帰国留学生の修士号取得 ･ 入学の 2～3 カ月前にインドにおいて 2～3 日間の集中

的な事前研修を行い、入学後の学習・研究への円滑な接

続を図る。また事前研修の中で各学生の学力の水準や

偏りを確認し、事前学習プログラムを用意し、メール等

を通して指導を行う。 
② 留学中 

1) 帰国留学生の修士号取得 ･ インド経済、開発学、環境学、教育政策、国際マクロ経

済学、国際貿易、ICT と Media 研究、デジタル社会、技

術革新、宗教とジェンダーの政治学、地域研究（中国、

東／東南アジア）、国際関係論等を専攻する多様な教員

陣を擁する。 
･ 経済産業政策、マクロ経済成長政策、競争政策、国際経

済、国際金融、経済・貿易協定、教育開発、開発経済学、

環境問題、災害と開発等、インド政府の政策課題に関連

する幅広い分野の講座を開講。 
･ GSAPS では 3 つの主要分野において専門基礎科目と発

展科目を設置するとともに、共通基礎科目を設置して

いる。専門基礎科目では、学部時代に関連する専門科目

を専攻していない学生に対して大学院レベルで必要と

される基礎学力を身につける機会を与える一方、既に

十分な専門知識を習得してきた学生は発展科目から履

修してより高度な内容の学習に取り組める。 
･ インドの政治経済を 20年以上研究する専門教員がイン

ド JDS 留学生の受入担当・相談窓口・教員間のコーデ

ィネーターとなり、留学生個々の研究計画とフォロー

を手厚く実施する。 
2) 帰国留学生の対象分野の

課題解決に資する専門知

識等の習得 
3) 帰国生の計画策定・政策

立案への貢献 

･ 共通基礎科目では、研究や実務で有用な社会調査方法、

質的・量的研究方法、統計分析の手法などの科目や、英

語での論文執筆に必須となるライティングスキルの科

目も設置して、行政官による政策形成にも役立つ調査・

研究手法を指導している。 
･ インド政府の行政官が JDS 留学生として学びに来るこ

とを踏まえ、入学後第 3 学期末に留学生が日本国内の

インド専門家（大学、研究所、援助機関、外務省などか

ら招聘）の前で、インドの政策課題と対策に関する研究

発表を実施。専門家からのコメントを頂くと共に、議論

を行う。 
･ 東京都心に立地するため必要に応じて関連官庁、資料・

図書館、その他の組織・団体にアクセスすることが容易

である。多くの教員は関連官庁や民間シンクタンクなど

が組織する調査・研究事業に関わっており、インターン

として企業や諸機関で経験を積む学生も多数いる。 
5) 課題解決にリーダーシッ

プを発揮できる女性行政

官の育成 

･ 専攻開講科目にジェンダーに関連する科目を含む。 
･ 年度により早稲田大学内の他研究科公開／提供科目は

変更されるが、ジェンダーに関連する科目が含まれる

ことがある。 
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･ 早稲田大学創立 150 周年（2032 年）へ向けた「Waseda 
Vision 150」での数値目標の一つとして、2032 年までに

「女子学生 50%、女性教員 30%、女性職員 50%」を掲

げている。 
6) 二国間の相互理解と友好

親善関係の構築 
･ 同専攻では日本の歴史・文化関連の講座を複数開講し

ているほか、学内の他の大学院が英語で開講している

日本文化・歴史関連の科目を履修し、修了必要単位に算

定することが可能。（※算定上限に関する規約あり。） 
･ 早大の日本語教育研究センター（Center for Japanese 

Language：CJL）では初学者から超上級まで 9 段階のレ

ベル別日本語学習コースを提供。（短期集中コースもあ

り。）更に 200 程のテーマ別日本語学習コースを開講。

これらには漫画、アニメーション、小説、報道、ドキュ

メンタリー、歴史、食、伝統文化などの様々な個別テー

マに焦点を当てたコースが含まれており、日本語と同

時に日本文化を学ぶことが可能。CJL から GPA・成績

証明書も得られる。 
･ 異文化交流センターでもランゲージ・エクスチェンジ、

日本文化体験等のイベントを実施。 
③ 帰国後 

4) 帰国生のリーダーシップに

よる配属先等の機能強化 
6) 二国間の相互理解と友好

親善関係の構築 

･ 第 3 学期に実施される交流会（上述）で JDS 留学生と

日本のインド専門家とのパイプを構築し、卒業後の交

流につなげる。留学終了後はパイプを構築した日本の

専門家には帰国後の配属や活躍の様子を伝え、研究や

実務面での将来の協力関係につなげたい。 
7) 国際的な研究者のネット

ワークの拡大・強化 
･ 南アジアの政治経済を研究する GSAPS 専任教員が、卒

業後も帰国した JDS 留学生とインドの経済開発に関す

る共同研究を継続して行う。また、帰国留学生と協働し

て開発分野別セミナーをインドで開催し、現地におけ

る政策形成及び省庁職員のキャパシティ向上に貢献す

る。 

 
4) 一橋大学国際・公共政策大学院 外交政策サブプログラム 

（グローバル・ガバナンス・プログラム） 

目標 内容・目標達成手段 
① 来日前 
 ※入学前の学生と教員間のコンタクトはない 
② 留学中 

1) 帰国留学生の修士号取得 ･ 入学時より、学生は各指導教員の担当するゼミに所

属し、修士課程修了まで、毎週 1 回のゼミに出席し研

究・指導を受ける。1 つのゼミは各学年 4 名、全体で

8 名程度。指導教員が学生の職歴や研究分野なども配

慮した上、プログラムが決定する。指導教員は論文作

成指導のほか履修指導も行い、きめこまかい指導を

実施。 
･ 指導教員の多くが、世界各国の政府、国際組織、NGO
等と仕事をしており、JDS 生のバックグラウンドを理

解した上で、指導にあたっている。 
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･ 公共政策大学院は 4 つのプログラムから構成されてい

るが、垣根は低く他のプログラムについても勉強が可

能。経済や法律についても学ぶことができ、学際的に勉

強したい学生には向いている。 
2) 帰国留学生の対象分野の

課題解決に資する専門知

識等の習得 
3) 帰国生の計画策定・政策

立案への貢献 

･ インドの研究者と共同研究を行っている教員が在籍。 
･ 外交政策サブプログラムは国際関係学、国際史、国際法

などの専門的知識に加え、政策分析・立案・実施に関す

る重要な能力を有する実務家の育成を目指している。

外交的・国際的利益の増進に積極的な役割を果たすハ

イレベルな実務家を育成することを目標としている。 
･ 国際政治、国際安全保障、核不拡散、核軍縮、平和構築、

紛争、国際機関、国際関係論、国際政治とグローバルガ

バナンス、東アジアと日本の外交政策等、外交実務に直

結した分野を研究する教員陣が講義を実施。 
5) 課題解決にリーダーシッ

プを発揮できる女性行政

官の育成 

･ 他研究科開講科目で履修可能なジェンダー関連科目あ

り。 
･ 一橋大学ダイバーシティ・エクィティ＆インクルージョ

ン推進宣言の下、ダイバーシティ推進室が全学的な男女

共同参画、多様性、公正性及び包摂性（ダイバーシティ、

エクィティ及びインクルージョン）を推進している。 
6) 二国間の相互理解と友好

親善関係の構築 
･ 教員は外務省、防衛省、金融庁、首相官邸と仕事をして

いるほか、現役官僚を講義に招いているため、これら政

府機関とのパイプを紹介可能。 
･ 日本人の学生も在籍しており、少人数制の指導方針を

採用していることから、在学中から日本人の学友との

関係を深められる。 
･ 国際教育交流センターでの Japanese Language Education 

(JLE) Program で初学者向けの集中講座、中・上級者向

けのレベル別講座、社会科学研究のための日本語講座

等を開講。 
③ 帰国後 

6) 二国間の相互理解と友好

親善関係の構築 
･ 日本人卒業生は外務省、防衛省、シンクタンク等に就職し

ており、日本のエリート層とネットワーキングが可能。 
7) 国際的な研究者のネット

ワークの拡大・強化 
･ 担当教員が現地渡航して、フォローアップを実施可能。 
･ 卒業生は各国の行政、外交、国際機関、民間セクター等

で広く活躍している。また、当プログラムや短期セミナ

ーの修了者、関係奨学金の卒業生ネットワークが広く

アジアに広がっており、アジアにおける地域協力の進

展にも貢献している。 

 
5) 神戸大学大学院国際協力研究科 開発政策特別コース 

目標 内容・目標達成手段 
① 来日前 

1) 帰国留学生の修士号取得 近年では実証研究におけるデータ分析の重要性が高まっ

ているため、来日前に（予定）指導教員が留学生と緊密に

連絡し、当該学生の出身国でのみ収集可能なデータの収

集や、それに伴う研究課題の精査を指導している。 
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② 留学中 
1) 帰国留学生の修士号取得 ･ 指導教員は JDS 専門面接担当教員と各教員との協議に

より決定。必要に応じてサブゼミとして第 2 の指導教

員を準備するなど個々の研究内容に対応している。そ

の上でチューターによる研究生活や資料収集等の支

援、教員による相談窓口、保健センターのカウンセリン

グ等も提供。 
･ 個々の関心と科目履修に応じて、留学生は経済学、政治

学、法学、国際学のいずれかの修士号を取得する。 
2) 帰国留学生の対象分野の

課題解決に資する専門知

識等の習得 
3) 帰国生の計画策定・政策

立案への貢献 

･ 国際安全保障と国際法、国際極域法、日本の地方行政、

住居政策、災害復興計画、開発経済学、開発金融、金融

包摂、海外投資、国際マクロ経済学、中国経済等を専攻

する教員達が経済学、統計学、政治学、国際関係論、国

際法、地域研究、社会開発政策論など多分野に渡る授業

を提供。幅広い分野を学ぶことが奨励されているため、

留学生は総合的な政策立案・運営能力を高められる。 
･ 本研究科の教員は経済政策、人的資源（教育）開発、防

災等の分野を中心に JICA による技術協力に関わって

いる。 
また、南アジアをはじめとする諸国からの専門家、国

際機関・国内援助機関の実務家が客員教授・講師として

招聘されるほか、日本国内の行財政機関への視察が実

施される。これらを通じて、政策が現場においてどのよ

うに具体的に実施されているかについて、留学生達は

実務的な知見を深めることができる。 
5) 課題解決にリーダーシッ

プを発揮できる女性行政

官の育成 

･ 国際文化学研究科の英語による講座「Gender and 
Society」など、学内他研究科によるジェンダー関連講座

を履修した場合、修了要件単位数に算入可能。（※算入

上限に関する規約あり。） 
･ 神戸大学インクルーシブキャンパス&ヘルスケアセンタ

ー内ジェンダー平等推進部門（Gender Equality Office）を

中心に学内外の男女共同参画とダイバーシティを推進。 
6) 二国間の相互理解と友好

親善関係の構築 
･ 新入生留学生の歓迎・交流を目的として研究科の全教

職員と学生が参加するランチパーティーを開催。 
･ 留学生センターでは年2回、全留学生を対象にオリエン

テーションを実施（ビザ、留学生相談、宿舎、保険、防

災、交通ルールに関する説明や、図書館、保健管理セン

ターの案内、等）。同センター内の相談室では、留学生

の修学上・生活上の諸問題について、専任教員が個別に

対応。また日本語能力向上コースをレベル別に無料提

供しているほか、学生間交流を目的とした歓迎パーテ

ィー、日本文化体験旅行等の意便も主催（丹波での陶器

作り、有馬温泉や長野へのスキー旅行、等）。 
③ 帰国後 

7) 国際的な研究者のネット

ワークの拡大・強化 
･ JDS 留学生を複数年間受入れてきた国々の修了生に対

しては、オンラインあるいは現地でのフォローアップ

セミナーが行われている。また、研究科修了生を対象と

したニュースレターを年数回発信しており、研究科の

近況を伝えることに加えて教員等が英語論文を公表し
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た際にはこれを伝えるなど、アカデミックな関心に応

えるシステムを構築している。 
･ 現在、複数の元留学生が留学生を対象とした講義を行っ

ている他、本研究科の教員と元留学生が共同で講義を行

う例もある。これらの中には共同研究に発展するものも

あり、最終的には査読付国際学術誌への投稿も考えてい

る。今後、このような本研究科教員と元留学生との共同

研究や共同執筆を奨励してこれらを増加させる。 

 
(6)-1 日本側の投入 

1) 受入大学による事前・事後・留学中の特別活動の経費（現地での活動を含めた事前

指導、特別講義・ワークショップ等の実施、帰国後のフォロー等） 
2) 留学に係る経費（渡航費、本邦滞在中の奨学金、検定料、授業料等） 
3) 留学中の支援経費（モニタリング、各種生活支援等） 

 
(6)-2 投入期間・人数 

1バッチ（修士）9名×4か年＝36名 

［内訳］ 
東京大学公共政策大学院 

2025 年（～2027 年修了）：3 名 2026 年（～2028 年修了）：3 名 
2027 年（～2029 年修了）：3 名 2028 年（～2030 年修了）：3 名 

東京大学工学系研究科都市工学専攻 
2025 年（～2027 年修了）：2 名 2026 年（～2028 年修了）：2 名 
2027 年（～2029 年修了）：2 名 2028 年（～2030 年修了）：2 名 

早稲田大学アジア太平洋研究科 
2025 年（～2027 年修了）：2 名 2026 年（～2028 年修了）：2 名 
2027 年（～2029 年修了）：2 名 2028 年（～2030 年修了）：2 名 

一橋大学国際・公共政策大学院 
2025 年（～2027 年修了）：1 名 2026 年（～2028 年修了）：1 名 
2027 年（～2029 年修了）：1 名 2028 年（～2030 年修了）：1 名 

神戸大学国際協力研究科 
2025 年（～2027 年修了）：1 名 2026 年（～2028 年修了）：1 名 
2027 年（～2029 年修了）：1 名 2028 年（～2030 年修了）：1 名 

 
(7) 相手側の投入 

1) 留学生の派遣 
2) モニタリング 
3) 事後活動（所属機関・対象機関における留学で習得した知識の普及機会の設定） 
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(8) 資格要件案 ※資格要件については募集開始時の運営会議で決定する。 

･ インド国籍を持つこと 
･ 22歳以上45歳以下（当該来日年4月1日現在） 
･ 全インド公務職と中央公務職グループAであること 
･ インド政府または外国政府が認める高等教育機関からの学士号を有すること 
･ JDS事業の目的を理解し、帰国後インドの発展のために貢献する意思を有すること 
･ 修士課程で研究を行うに十分な英語力を有すること 
･ 心身共に健康であること 
･ 現在、軍籍に属しないこと 
･ 過去に奨学金を得て海外で修士号を取得していないこと 
･ 現在奨学金を受給していない、または今後受給する予定がないこと 
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